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条 例 

 

 江東区行政手続条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１号 

江東区行政手続条例の一部を改正する条例 

江東区行政手続条例（平成８年１０月江東区条

例第３３号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第３項中「その者の氏名、同項第３号

及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項

各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその

者に交付する旨を当該行政庁の事務所の掲示場に

掲示すること」を「公示の方法」に改め、同項後

段を削り、同条に次の１項を加える。 

４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分

の名宛人となるべき者の氏名、第１項第３号及

び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項

各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもそ

の者に交付する旨（以下この項において「公示

事項」という。）を規則で定める方法により不

特定多数の者が閲覧することができる状態に置

くとともに、公示事項が記載された書面を当該

行政庁の事務所の掲示場に掲示し、又は公示事

項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面

に表示したものの閲覧をすることができる状態

に置く措置をとることによって行うものとする。

この場合においては、当該措置を開始した日か

ら２週間を経過したときに、当該通知がその者

に到達したものとみなす。 

第１６条第１項中「同条第３項後段」を「同条

第４項後段」に改める。 

 第２２条第３項中「第１５条第３項」及び「同

条第３項」の次に「及び第４項」を、「と、」の

次に「同項中」を加え、「掲示を始めた日から２

週間を経過した」を削り、「、掲示を始めた」を

「、当該措置を開始した」に改める。 

第２９条中「第１５条第３項及び」の次に「第

４項並びに」を加え、「「同項第３号」を「同条

第４項中「第１項第３号」に、「同条第３号」

と、」を「第２８条第３号」と、「並びに当該行

政庁が同項各号」とあるのは「及び当該行政庁が

同条各号」と、」に、「同条第３項後段」を「同

条第４項後段」に、「第１５条第３項後段」を

「第１５条第４項後段」に改める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和８年５月２１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区行政手続条例

第１５条第３項及び第４項（これらの規定を同

条例第２２条第３項若しくは第２９条又は他の

条例において準用する場合を含む。）の規定は、

この条例の施行の日以後にする通知について適

用し、同日前にした通知については、なお従前

の例による。 

                    

江東区行政手続等における情報通信の技術の利

用に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２号 

江東区行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 江東区行政手続等における情報通信の技術の利

用に関する条例（平成２９年７月江東区条例第２

１号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

江東区情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する条例 

 第１条を次のように改める。 

（目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行

政の推進について、その基本原則及び情報シス

テムの整備、必要な支援の実施その他の情報通

信技術の利用のための能力又は利用の機会にお

ける格差の是正その他の情報通信技術を利用す

る方法により手続等を行うために必要となる事

項を定めることにより、手続等に係る関係者の

利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率

化を図り、もって区民生活の向上に寄与するこ

とを目的とする。 

第２条第１号中「及び規則」を「並びに規則」

に、「区が」を「江東区（以下「区」という。）

が」に改め、「含む。）」の次に「及びその他の

申請、届出その他の手続に係る区の機関等が定め

る根拠となる規定（次号ウに掲げる者にあっては、

区の公の施設の管理に関する手続に係るものに限

る。）」を加え、同条第２号を次のように改める。 

(2) 区の機関等 次に掲げるものをいう。 

ア 地方自治法第７章の規定に基づいて置か

れる区の執行機関又はこれらに置かれる機

関及び議会 

イ アに掲げる機関の職員であって法令又は

条例等により独立に権限を行使することを

認められたもの 

ウ 区の公の施設を管理する指定管理者（地

方自治法第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者をいう。） 

 第２条第３号中「図形等」を「図形その他の」

に改め、同条第６号中「又は条例等の規定に基づ

き区の機関」の次に「等」を加え、同号に後段と

して次のように加える。 

この場合において、経由機関（条例等の規定

に基づき区の機関等以外の者を経由して行われ

る申請等における当該区の機関等以外の者をい

う。以下この号において同じ。）があるときは、

当該申請等については、当該申請等をする者か

ら経由機関に対して行われるもの及び経由機関

から他の経由機関又は当該申請等を受ける区の

機関等に対して行われるものごとに、それぞれ

別の申請等とみなして、この条例の規定を適用

する。 

 第２条第７号中「又は条例等の規定に基づき区

の機関」の次に「等」を加え、同号に後段として

次のように加える。 

この場合において、経由機関（条例等の規定

に基づき区の機関等以外の者を経由して行う処

分通知等における当該区の機関等以外の者をい

う。以下この号において同じ。）があるときは、

当該処分通知等については、当該処分通知等を

行う区の機関等が経由機関に対して行うもの及

び経由機関が他の経由機関又は当該処分通知等

を受ける者に対して行うものごとに、それぞれ

別の処分通知等とみなして、この条例の規定を

適用する。 

第２条第８号中「機関」の次に「等」を加え、

同条第９号中「機関」の次に「等」を加え、「又

は」を「、又は」に改め、同条第１０号中「又は

作成等」を「、作成等、掲示又は公示通知」に改

め、同号を同条第１２号とし、同条第９号の次に

次の２号を加える。 

(10) 掲示 条例等の規定に基づき区の機関等が

書面等を掲示することをいう。 

(11) 公示通知 条例等の規定に基づき区の機関

等が公示の方法により通知をすることによっ

て、当該通知が当該通知の相手方に到達した

ものとみなされるものをいう。 

第９条を第１６条とする。 

第８条の見出しを「（情報通信技術を活用した

行政の推進に関する状況の公表）」に改め、同条
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中「少なくとも毎年度１回、区の機関が」を削り、

「使用して行わせ又は」を「使用する方法によ

り」に改め、「できる」の次に「区の機関に係

る」を加え、「情報通信の技術の利用」を「情報

通信技術を活用した行政の推進」に改め、同条を

第１５条とする。 

第７条を削る。 

第６条第１項中「区の機関は、」を削り、「規

定により」を「規定において」に、「としてい

る」を「が規定されている」に改め、「書面等の

作成等に代えて」を削り、「の作成等を」を「に

より」に改め、同条第２項中「前項の規定」を

「前項の電磁的記録」に、「を書面等により行う

ものとして規定した作成等に関する」を「に関す

る他の」に、「規定する」を「より」に改め、

「みなして、」の次に「当該条例等その他の」を

加え、同条第３項中「第１項の場合において、区

の機関は、」を「作成等のうち」に、「規定によ

り」を「規定において」に、「としているもの」

を「が規定されているものを第１項の電磁的記録

により行う場合には、当該署名等」に、「当該署

名等に代える」を「代える」に改め、同条を第９

条とし、同条の次に次の５条を加える。 

（自動公衆送信等による掲示） 

第１０条 掲示については、当該掲示に関する他

の条例等の規定にかかわらず、書面等を当該条

例等の規定に規定する場所において掲示すると

ともに、規則で定めるところにより、当該書面

等に記載された情報を電気通信回線に接続して

行う自動公衆送信（公衆によって直接受信され

ることを目的として公衆からの求めに応じ自動

的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送

に該当するものを除く。次条第１項において同

じ。）により公衆の閲覧に供することができる。 

（自動公衆送信等による公示通知） 

第１１条 公示通知については、当該公示通知に

関する他の条例等の規定にかかわらず、当該条

例等の規定において公示をすることが規定され

ている事項（以下この項において「公示事項」

という。）を、規則で定めるところにより、電

気通信回線に接続して行う自動公衆送信により

公衆の閲覧に供するとともに、次の各号のいず

れかの措置をとることによって行うことができ

る。 

(1) 公示事項が記載された書面を当該公示通知

に関する他の条例等の規定に規定する事務所

の掲示場に掲示する措置 

(2) 公示事項を当該公示通知に関する他の条例

等の規定に規定する事務所に設置した電子計

算機の映像面に表示したものの閲覧をするこ

とができる状態に置く措置 

２ 前項の規定により行われた公示通知について

は、当該公示通知に関する他の条例等の規定に

より行われたものとみなして、当該条例等その

他の当該公示通知に関する条例等の規定を適用

する。 

（適用除外） 

第１２条 次の各号に掲げる手続等については、

当該各号に定める規定は、適用しない。 

(1) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽が

ないかどうかを対面により確認する必要があ

ること、許可証その他の処分通知等に係る書

面等を事業所に備え付ける必要があることそ

の他の事由により当該手続等を電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信技術を

利用する方法により行うことが適当でないも

のとして規則で定めるもの 第６条から第９

条までの規定 

(2) 申請等及び処分通知等のうち当該申請等又

は処分通知等に関する他の条例等の規定にお

いて電子情報処理組織を使用する方法により

行うことが規定されているもの（第６条第１

項又は第７条第１項の規定に基づき行うこと

が規定されているものを除く。） 第６条及

び第７条の規定 

(3) 縦覧等及び作成等のうち当該縦覧等又は作

成等に関する他の条例等の規定において情報

通信技術を利用する方法により行うことが規

定されているもの（第８条第１項又は第９条

第１項の規定に基づき行うことが規定されて

いるものを除く。） 第８条及び第９条の規

定 

（添付書面等の省略） 

第１３条 申請等をする者に係る住民票の写し、

戸籍又は除かれた戸籍の謄本又は抄本、登記事

項証明書その他の規則で定める書面等であって

当該申請等に関する他の条例等の規定において

当該申請等に際し添付することが規定されてい

るものについては、当該条例等の規定にかかわ

らず、区の機関等が、当該申請等をする者が行

う電子情報処理組織を使用した個人番号カード

の利用その他の措置であって当該書面等の区分

に応じ規則で定めるものにより、直接に、又は

電子情報処理組織を使用して、当該書面等によ

り確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参

照することができる場合には、添付することを
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要しない。 

（情報通信技術の利用のための能力等における格

差の是正） 

第１４条 区長は、情報通信技術を活用した行政

の推進に当たっては、全ての者が情報通信技術

の便益を享受できるよう、情報通信技術の利用

のための能力又は知識経験が十分でない者が身

近に相談、助言その他の援助を求めることがで

きるようにするための施策、当該援助を行う者

の確保及び資質の向上のための施策その他の年

齢、身体的な条件、地理的な制約その他の要因

に基づく情報通信技術の利用のための能力又は

利用の機会における格差の是正を図るために必

要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

第５条第１項中「区の機関は、」を削り、「規

定により」を「規定において」に、「としてい

る」を「が規定されている」に改め、「書面等の

縦覧等に代えて」を削り、「の縦覧等を」を「に

より」に改め、同条第２項中「前項の規定」を

「前項の電磁的記録に記録されている事項又は書

類」に、「を書面等により行うものとして規定し

た縦覧等に関する」を「に関する他の」に、「規

定する」を「より」に改め、「みなして、」の次

に「当該条例等その他の」を加え、同条を第８条

とする。 

第４条第１項を次のように改める。 

処分通知等のうち当該処分通知等に関する他

の条例等の規定において書面等により行うこと

その他のその方法が規定されているものについ

ては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で

定めるところにより、規則で定める電子情報処

理組織を使用する方法により行うことができる。

ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電子

情報処理組織を使用する方法により受ける旨の

規則で定める方式による表示をする場合に限る。 

 第４条第２項中「前項の規定」を「前項の電子

情報処理組織を使用する方法」に、「を書面等に

より行うものとして規定した処分通知等に関す

る」を「に関する他の」に、「規定する書面等」

を「規定する方法」に改め、「みなして、」の次

に「当該条例等その他の」を加え、同条第３項中

「規定」を「電子情報処理組織を使用する方法」

に、「同項の」を「当該」に改め、同条第４項中

「第１項の場合において、区の機関は、」を「処

分通知等のうち」に、「より」を「おいて」に、

「としているもの」を「が規定されているものを

第１項の電子情報処理組織を使用する方法により

行う場合には、当該署名等」に、「当該署名等に

代える」を「代える」に改め、同条に次の１項を

加える。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本

人確認をするべき事情がある場合、処分通知等

に係る書面等のうちにその原本を交付する必要

があるものがある場合その他の当該処分通知等

のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する

方法により行うことが困難又は著しく不適当と

認められる部分がある場合として規則で定める

場合には、規則で定めるところにより、当該処

分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前

各項の規定を適用する。この場合において、第

２項中「行われた処分通知等」とあるのは、

「行われた処分通知等（第５項の規定により前

項の規定を適用する部分に限る。以下この項か

ら第４項までにおいて同じ。）」とする。 

 第４条を第７条とする。 

第３条第１項中「区の機関は、」を削り、「規

定により」を「規定において」に、「としてい

る」を「その他のその方法が規定されている」に

改め、「により、」の次に「規則で定める」を加

え、「区の機関の」を「区の機関等の」に、「申

請等をする者」を「その手続等の相手方」に改め、

「いう」の次に「。以下同じ」を加え、「使用し

て行わせる」を「使用する方法により行う」に改

め、同条第２項中「前項の規定」を「前項の電子

情報処理組織を使用する方法」に、「を書面等に

より行うものとして規定した申請等に関する」を

「に関する他の」に、「規定する書面等」を「規

定する方法」に改め、「みなして、」の次に「当

該条例等その他の」を加え、同条第３項中「規

定」を「電子情報処理組織を使用する方法」に、

「同項の区の機関」を「当該申請等を受ける区の

機関等」に改め、「当該区の機関」の次に「等」

を加え、同条第４項中「第１項の場合において、

区の機関は、」を「申請等のうち」に、「規定に

より」を「規定において」に、「としているも

の」を「が規定されているものを第１項の電子情

報処理組織を使用する方法により行う場合には、

当該署名等」に改め、「かかわらず、」の次に

「電子情報処理組織を使用した個人番号カード

（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号）第２条第７項に規定する個人番号カードを

いう。第１１条において同じ。）の利用その他

の」を加え、「当該署名等に代えさせる」を「代

える」に改め、同条に次の２項を加える。 

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等
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の規定において使用料及び手数料の納付の方法

が規定されているものを第１項の電子情報処理

組織を使用する方法により行う場合には、当該

使用料及び手数料の納付については、当該条例

等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信技術を利用する方

法であって規則で定めるものをもってすること

ができる。 

６ 申請等をする者について対面により本人確認

をするべき事情がある場合、申請等に係る書面

等のうちにその原本を確認する必要があるもの

がある場合その他の当該申請等のうちに第１項

の電子情報処理組織を使用する方法により行う

ことが困難又は著しく不適当と認められる部分

がある場合として規則で定める場合には、規則

で定めるところにより、当該申請等のうち当該

部分以外の部分につき、前各項の規定を適用す

る。この場合において、第２項中「行われた申

請等」とあるのは、「行われた申請等（第６項

の規定により前項の規定を適用する部分に限る。

以下この項から第５項までにおいて同じ。）」

とする。 

第３条を第６条とし、第２条の次に次の３条を

加える。 

（基本原則） 

第３条 情報通信技術を活用した行政の推進は、

情報通信技術の利用のための能力又は知識経験

が十分でない者に対する適正な配慮及び必要な

支援がされることを確保しつつ、次に掲げる事

項を旨として行わなければならない。 

(1) 手続等及びこれに関連する区の機関等の事

務の処理に係る一連の行程が情報通信技術を

利用して行われるようにすることにより、手

続等に係る時間、場所その他の制約を除去す

るとともに、当該事務の自動化及び共通化を

図り、もって手続等が利用しやすい方法によ

り迅速かつ的確に行われるようにすること。 

(2) 区の機関等に提供された情報については、

区の機関等が相互に連携して情報システムを

利用した当該情報の共有を図ることにより、

当該情報と同一の内容の情報の提供を要しな

いものとすること。 

(3) 社会生活又は事業活動に伴い同一の機会に

通常必要とされる多数の手続等について、区

の機関等が相互に連携することにより、情報

通信技術を利用して当該手続等を一括して行

うことができるようにすること。 

（推進計画） 

第４条 区長は、情報通信技術を利用して行われ

る手続等に係る区の機関（第２条第２号ア及び

イに掲げるものをいう。以下同じ。）の情報シ

ステム（次条第４項を除き、以下単に「情報シ

ステム」という。）の整備その他情報通信技術

を活用した行政の推進を図るために必要な施策

を総合的かつ計画的に実施するため、情報通信

技術を活用した行政の推進に関する計画（以下

「推進計画」という。）を定めなければならな

い。 

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定める

ものとする。 

(1) 計画期間 

(2) 情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る基本的な方針 

(3) 対象となる手続等の範囲 

(4) 情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る内容 

３ 区長は、推進計画を定めたときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

４ 前項の規定は、推進計画の変更（軽微な変更

を除く。）について準用する。 

（区の機関等による情報システムの整備等） 

第５条 区の機関は、推進計画に従って情報シス

テムの整備その他情報通信技術を活用した行政

の推進を図るために必要な施策（第３項におい

て「情報システムの整備等」という。）を実施

しなければならない。 

２ 区の機関は、前項の規定による情報システム

の整備に当たっては、当該情報システムの安全

性及び信頼性を確保するために必要な措置を講

じなければならない。 

３ 区の機関は、情報システムの整備等の実施に

当たっては、これと併せて、当該情報システム

を利用して行われる手続等及びこれに関連する

区の機関等の事務についての簡素化又は合理化

その他の見直しを行うよう努めなければならな

い。 

４ 第２条第２号ウに掲げる者は、区の機関が前

３項の規定に基づき講ずる措置に準じて、情報

通信技術を利用して行われる手続等に係る当該

者の情報システムの整備その他の情報通信技術

を活用した行政の推進を図るために必要な施策

を講ずるよう努めなければならない。 

５ 区長は、第２条第２号ウに掲げる者が講ずる

前項の施策を支援するため、情報の提供その他

の必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

                    

江東区事務手数料条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第３号 

江東区事務手数料条例の一部を改正する条

   例 

 江東区事務手数料条例（昭和３３年３月江東区

条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第４の７１の項中「第１４条第１５項」を

「第１４条第１３項」に改める。 

 別表第６の８８の項中「マンションの建替え等

の円滑化に関する法律」を「マンションの再生等

の円滑化に関する法律」に、「第１０５条第１

項」を「第１６３条の５９第１項」に改め、「容

積率」の次に「又は各部分の高さ」を加え、「要

除却認定マンション」を「要除却等認定マンショ

ン」に改め、「建築されるマンション」の次に

「又は要除却等認定マンションの更新がされるマ

ンション」を加え、同表の８９の項中「第５条の

４」を「第５条の１４」に改め、同表の９０の項

中「第５条の６第１項」を「第５条の１６第１

項」に改め、同表の９１の項中「第５条の７第１

項」を「第５条の１７第１項」に、「第５条の７

第２項」を「第５条の１７第２項」に、「第５条

の４」を「第５条の１４」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

(1) 別表第６の８８の項の改正規定 令和８年

４月１日 

(2) 別表第４の改正規定 令和８年５月１日 

                    

江東区公告式条例等の一部を改正する条例を公

布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第４号 

   江東区公告式条例等の一部を改正する条例 

（江東区公告式条例の一部改正） 

第１条 江東区公告式条例（昭和２９年１２月江

東区条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第１条の見出し中「この条例の」を削り、同

条中「基く」を「基づく」に改める。 

第２条第２項を次のように改める。 

２ 条例の公布は、江東区ホームページへの掲

載又は江東区役所の門前掲示場への掲示によ

り行う。 

第３条及び第４条を次のように改める。 

（規則の公布） 

第３条 区長の定める規則（以下「区規則」と

いう。）を公布しようとするときは、公布の

旨の前文、年月日及び区長名を記入しなけれ

ばならない。 

２ 前条第２項の規定は、区規則について準用

する。 

（規程の公表） 

第４条 第２条第２項及び前条第１項の規定は、

区長の定める規程（区規則を除く。）で公表

を要するものについて準用する。 

第５条中「第２条の」を「第２条第２項及び

第３条第１項の」に、「議会の会議規則、傍聴

人取締規則その他区の機関」を「、区の機関

（区長を除く。以下同じ。）」に改め、「定め

る規則」の次に「及びその他の規程」を加え、

「これを」を「ついて」に改め、同項ただし書

を削り、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、同項中「区長名」とあ

るのは、「当該機関名又は当該機関の代表者

名」と読み替えるものとする。 

第６条中「規則又は区」を「区規則若しくは

区」に、「若しくは規程」を「又はその他の規

程で公表を要するもの」に、「もつて」を「も

って」に改める。 

（江東区財政状況の公表に関する条例の一部改

正） 

第２条 江東区財政状況の公表に関する条例（昭

和３９年３月江東区条例第５号）の一部を次の

ように改正する。 

  第４条中「江東区公報」を「次に掲げる方

法」に、「行なう」を「行う」に改め、同条に

次の各号を加える。 

(1) 江東区公報に登載する方法 

(2) 江東区公告式条例（昭和２９年１２月江

東区条例第７号）第２条第２項の規定の例

により行う方法 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要

と認める方法 

（江東区監査委員条例の一部改正） 

第３条 江東区監査委員条例（昭和３９年３月江

東区条例第１９号）の一部を次のように改正す

る。 
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第７条中「江東区役所の門前掲示場に掲示し

て」を「江東区公告式条例（昭和２９年１２月

江東区条例第７号）第２条第２項の規定の例に

より」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年５月２１日から施行す

る。 

（江東区公告式条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の江東区公告式条

例（以下「新公告式条例」という。）第２条第

２項（新公告式条例第３条第２項、第４条及び

第５条において準用する場合を含む。）の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に行う公布及び公表について適用し、

施行日前に行った公布及び公表については、な

お従前の例による。 

（江東区財政状況の公表に関する条例の一部改正

に伴う経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の江東区財政状況

の公表に関する条例の規定は、施行日以後に行

う公表について適用し、施行日前に行った公表

については、なお従前の例による。 

（江東区監査委員条例の一部改正に伴う経過措

置） 

４ 第３条の規定による改正後の江東区監査委員

条例の規定は、施行日以後に行う公表について

適用し、施行日前に行った公表については、な

お従前の例による。 

                    

江東区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第５号 

   江東区議会議員の議員報酬及び費用弁償等

に関する条例の一部を改正する条例 

 江東区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例（昭和３１年１１月江東区条例第１４

号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第２項中「１００分の１８３」を「１０

０分の１８５．５」に改める。 

 別表中「９２４，０００円」を「９５９，００

０円」に、「７９６，０００円」を「８２６，０

００円」に、「６７１，０００円」を「６９６，

０００円」に、「６３９，０００円」を「６６３，

０００円」に、「６１０，０００円」を「６３３，

０００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区行政委員会の委員の報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第６号 

   江東区行政委員会の委員の報酬及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例 

 江東区行政委員会の委員の報酬及び費用弁償に

関する条例（昭和３１年１１月江東区条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

 別表中「２３１，０００円」を「２３９，００

０円」に、「２８９，０００円」を「２９９，０

００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第７号 

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例 

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例（令和元年１０月江東区条例第２９

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「３００，０００円」を「３４

７，１００円」に、「１６，７００円」を「１９，

３２２円」に、「２，８００円」を「３，２４０

円」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区長及び副区長の給料等に関する条例の一

部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第８号 

江東区長及び副区長の給料等に関する条例

の一部を改正する条例 

 江東区長及び副区長の給料等に関する条例（昭

和３１年１１月江東区条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の１８３」を「１０

０分の１８５．５」に改める。 
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別表中「１，１５７，０００円」を「１，２０

０，０００円」に、「９２４，０００円」を「９

５９，０００円」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区監査委員の給与等に関する条例の一部を

改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第９号 

   江東区監査委員の給与等に関する条例の一

部を改正する条例 

江東区監査委員の給与等に関する条例（平成３

年１０月江東区条例第２９号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項中「６３万７，０００円」を「６

６万１，０００円」に改め、同条第２項中「２８

万９，０００円」を「２９万９，０００円」に改

め、同条第３項中「１４万５，０００円」を「１

５万円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区教育委員会教育長の給与及び勤務に関す

る条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１０号 

江東区教育委員会教育長の給与及び勤務に

関する条例の一部を改正する条例 

江東区教育委員会教育長の給与及び勤務に関す

る条例（昭和３１年１１月江東区条例第１６号）

の一部を次のように改正する。 

第２条中「８０万９，０００円」を「８３万９，

０００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１１号 

江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例 

江東区職員の給与に関する条例（昭和３０年４

月江東区条例第７号）の一部を次のように改正す

る。 

第７条第４項中「４号給」の次に「（行政職給

料表（一）の適用を受ける職員のうちその属する

職務の級が６級であるものにあっては、０号

級）」を加える。 

第２１条の２第１項中「勤務した」を「勤務を

した」に改め、同項ただし書中「勤務しなかっ

た」を「勤務をしなかった」に改め、同条第２項

中「週休日等以外の日の午前零時から午前５時ま

での間」を「午後１０時から翌日の午前５時まで

の間（週休日等に含まれる時間を除く。）」に、

「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第３

項各号列記以外の部分中「定める額」の次に

「（前２項に規定する勤務に従事する時間を考慮

して人事委員会の承認を得て規則で定める勤務に

あっては、その額に１００分の１５０を乗じて得

た額）」を加え、同項第１号中「（当該勤務に従

事する時間等を考慮して人事委員会の承認を得て

規則で定める勤務にあっては、その額に１００分

の１５０を乗じて得た額）」を削る。 

 別表第１及び別表第２を次のように改める。 
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別表第１（第６条関係） 

 ア 行政職給料表（一） 
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 イ 行政職給料表（二） 
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別表第２（第６条関係） 

 ア 医療職給料表（一） 
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 イ 医療職給料表（二） 
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 ウ 医療職給料表（三） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（特定の職務の級の切替え） 

２ この条例による改正後の江東区職員の給与に

関する条例（以下「改正後の条例」という。）

別表第１イに掲げる行政職給料表（二）の適用

について、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）の前日においてその者の属して

いた職務の級（以下「旧級」という。）が附則

別表第１の旧級欄に掲げる職務の級であった職

員の施行日における職務の級（以下「新級」と

いう。）は、旧級に対応する同表の新級欄に定

める職務の級とする。 

（号給の切替え） 

３ 施行日の前日において江東区職員の給与に関

する条例別表第１アに掲げる行政職給料表

（一）、同表イに掲げる行政職給料表（二）、

別表第２イに掲げる医療職給料表（二）及び同

表ウに掲げる医療職給料表（三）の適用を受け

ていた職員であって同日においてその者が属し

ていた職務の級が附則別表第２に掲げられてい

る職務の級であったものの施行日における号給

（次項及び同表において「新号給」という。）

は、施行日の前日においてその者が属していた

職務の級及び同日においてその者が受けていた

号給（同表において「旧号給」という。）に応

じて同表に定める号給とする。 

（施行日前の異動者の号給の調整） 

４ 施行日前に職務の級を異にする異動をした職

員及び特別区人事委員会（以下「人事委員会」

という。）の定めるこれに準ずるものをした職

員の新号給については、その者が施行日におい

て当該異動又は当該準ずるものをしたものとし

た場合との権衡上必要と認められる限度におい

て、人事委員会の定めるところにより、必要な

調整を行うことができる。 

（復職等の日における号給調整の特例） 

５ 施行日の前日から引き続き休職中等（初任給、

昇格及び昇給等に関する規則（昭和５３年特別

区人事委員会規則第１８号）第３３条の規定に

よる休職中、結核休養中、自己啓発等休業中、

配偶者同行休業中、育児休業中、外国派遣中、

公益的法人等派遣中又は停職中をいう。以下同

じ。）の者のうち、次に掲げる職員の施行日後

の復職した日、職務に復帰した日、休養の終了

した日の翌日又は再び勤務するに至った日（以

下「復職等の日」という。）における号給は、

施行日に復職等をしていたならば決定されてい

た号給に調整する。 

 (1) 休職中等の期間の初日から施行日の前日ま

での間に初任給、昇格及び昇給等に関する規

則第２条第４号に規定する昇給日がある職員 

 (2) 復職等の日に昇格する職員（施行日の前日

においてこの条例による改正前の江東区職員

の給与に関する条例の一部を改正する条例

（平成３０年３月江東区条例第４号）附則第

５項から第７項までに規定する差額に相当す

る額を加算した額を受ける職員に限る。） 

（施行日と同日に昇格等をする場合の号給決定） 

６ 施行日と同日に昇格、降格、昇給、降給又は

転職等をする場合の号給決定は、附則別表第２

による切替えを行った後の号給を基礎として行

うものとする。 
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（他の特別区及び特別区の一部事務組合から採用

される職員に対する規定の準用） 

７ 施行日の前日に人事交流により他の特別区及

び特別区の一部事務組合を退職し、施行日から

採用される職員の初任給決定については、附則

第２項から前項まで並びに附則別表第１及び附

則別表第２の規定を準用する。 

（委任） 

８ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員

会が定める。 

（江東区職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例の一部改正） 

９ 江東区職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例（平成３０年３月江東区条例第４号）

の一部を次のように改める。 

  附則第５項から第７項までを次のように改め

る。 

５から７まで 削除 

附則別表第１（附則第２項関係） 

職務の級の切替表 

旧級 新級 

１級 １級 

２級 ２級 

３級 ３級 

４級 ４級 
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附則別表第２（附則第３項関係） 

号給の切替表 

ア 行政職給料表（一）の適用を受ける職員の 

新号給 
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イ 行政職給料表（二）の適用を受ける職員の 

新号給 
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ウ 医療職給料表（二）の適用を受ける職員の 

新号給 

      職務の級 

旧号給 
５級 

 

 
 

１ １  

２ １  

３ １  

４ １  

５ １  

６ １  

７ １  

８ １  

９ １  

１０ １  

１１ １  

１２ １  

１３ １  

１４ １  

１５ １  

１６ １  

１７ １  

１８ １  

１９ １  

２０ １  

２１ １  

２２ １  

２３ １  

２４ １  

２５ １  

２６ １  

２７ １  

２８ １  

２９ １  

３０ １  

３１ １  

３２ １  

３３ １  

３４ ２  

３５ ３  

３６ ４  

３７ ５  

３８ ６  

３９ ７  

４０ ８  
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４１ ９  

４２ １０  

４３ １１  

４４ １２  

４５ １３  

４６ １４  

４７ １５  

４８ １６  

４９ １７  

５０ １８  

５１ １９  

５２ ２０  

５３ ２１  

５４ ２２  

５５ ２３  

５６ ２４  

５７ ２５  

５８ ２６  

５９ ２７  

６０ ２８  

６１ ２９  

６２ ３０  

６３ ３１  

６４ ３２  

６５ ３３  

６６ ３４  

６７ ３５  

６８ ３６  

６９ ３７  

７０ ３８  

７１ ３９  

７２ ４０  

７３ ４１  

７４ ４２  

７５ ４３  

７６ ４４  

７７ ４５  

７８ ４６  

７９ ４７  

８０ ４８  

８１ ４９  

８２ ５０  

８３ ５１  

８４ ５２  
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８５ ５３  

８６ ５４  

８７ ５５  

８８ ５６  

８９ ５７  

９０ ５８  

９１ ５９  

９２ ６０  

９３ ６１  

９４ ６２  

９５ ６３  

９６ ６４  

９７ ６５  

９８ ６６  

９９ ６７  

１００ ６８  

１０１ ６９  

１０２ ７０  

１０３ ７１  

１０４ ７２  

１０５ ７３  

１０６ ７４  

１０７ ７５  

１０８ ７６  

１０９ ７７  

エ 医療職給料表（三）の適用を受ける職員の 

新号給 

     職務の級 

 

旧号給 

５級 
 

 

 

１ １  

２ １  

３ １  

４ １  

５ １  

６ １  

７ １  

８ １  

９ １  

１０ １  

１１ １  

１２ １  

１３ １  

１４ １  
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１５ １  

１６ １  

１７ １  

１８ １  

１９ １  

２０ １  

２１ １  

２２ １  

２３ １  

２４ １  

２５ １  

２６ １  

２７ １  

２８ １  

２９ １  

３０ １  

３１ １  

３２ １  

３３ １  

３４ ２  

３５ ３  

３６ ４  

３７ ５  

３８ ６  

３９ ７  

４０ ８  

４１ ９  

４２ １０  

４３ １１  

４４ １２  

４５ １３  

４６ １４  

４７ １５  

４８ １６  

４９ １７  

５０ １８  

５１ １９  

５２ ２０  

５３ ２１  

５４ ２２  

５５ ２３  

５６ ２４  

５７ ２５  

５８ ２６  
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５９ ２７  

６０ ２８  

６１ ２９  

６２ ３０  

６３ ３１  

６４ ３２  

６５ ３３  

６６ ３４  

６７ ３５  

６８ ３６  

６９ ３７  

７０ ３８  

７１ ３９  

７２ ４０  

７３ ４１  

７４ ４２  

７５ ４３  

７６ ４４  

７７ ４５  

７８ ４６  

７９ ４７  

８０ ４８  

８１ ４９  

８２ ５０  

８３ ５１  

８４ ５２  

８５ ５３  

８６ ５４  

８７ ５５  

８８ ５６  

８９ ５７  

９０ ５８  

９１ ５９  

９２ ６０  

９３ ６１  

９４ ６２  

９５ ６３  

９６ ６４  

９７ ６５  

９８ ６６  

９９ ６７  

１００ ６８  

１０１ ６９  

１０２ ７０  
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１０３ ７１  

１０４ ７２  

１０５ ７３  

１０６ ７４  

１０７ ７５  

１０８ ７６  

１０９ ７７  

                    

江東区江東公会堂条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１２号 

江東区江東公会堂条例の一部を改正する条

例 

江東区江東公会堂条例（昭和４７年１０月江東

区条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 
区分 利用日 単位 利用料金 

大 ホ ー

ル 

平日 １日 ４３７，０

００円 

土曜日、日

曜日及び休

日 

１日 ５２３，４

５０円 

大 ホ ー

ル楽屋 

 １日 ６，６００

円 

特別室  １日 ６，０５０

円 

小 ホ ー

ル 

平日 １日 ４６，７０

０円 

土曜日、日

曜日及び休

日 

１日 ５６，２０

０円 

小 ホ ー

ル楽屋 

 １日 ３，６５０

円 

オ ー プ

ン ス タ

ジオ 

平日 １日 ５１，８０

０円 

土曜日、日

曜日及び休

日 

１日 ６３，３０

０円 

会議室  全面１日 ２０，１０

０円 

半面１日 １０，０５

０円 

プ レ イ

ルーム 

 １日 １２，０５

０円 

第 １ 練

習 室 、

 

 

１日 

 

１４，００

０円 

第 ３ 練

習 室 及

び 第 ５

練習室 

 

第 ２ 練

習室 

 ２時間 ２，９００

円 

第 ４ 練

習室 

 ２時間 ２，０００

円 

リ ハ ー

サル室 

 １日 ２０，４５

０円 

駐車場  １台２０

分 

１００円 

備考 

１ 休日とは、国民の祝日に関する法律に定

める休日をいう。 

２ 利用者が、入場料その他これに類する料

金を徴収して利用する場合の利用料金は、

本表に定める額の１００分の１５０相当額

を上限とする。 

３ 駐車場を利用することができる自動車

（二輪のものを除く。）は、道路運送車両

法（昭和２６年法律第１８５号）第３条及

び道路運送車両法施行規則（昭和２６年運

輸省令第７４号）第２条に定める普通自動

車、小型自動車及び軽自動車で、全長５メ

ートル以下のものとする。 

４ 駐車場の利用に際し、最初の３０分間は

無料とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に行う利用の承認について適用し、施行日前に

行った利用の承認については、なお従前の例に

よる。 

                    

江東区特別区税条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和８年３月１３日 
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江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１３号 

江東区特別区税条例の一部を改正する条例 

 江東区特別区税条例（昭和３９年１２月江東区

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 第６条中「公示送達は、」の次に「公示事項

（同条第２項に規定する公示事項をいう。以下こ

の条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和

２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」とい

う。）第１条の８第１項に規定する方法により不

特定多数の者が閲覧することができる状態に置く

措置をとるとともに、公示事項が記載された書面

を」を加え、「掲示して行う」を「掲示し、又は

公示事項を区の事務所に設置した電子計算機の映

像面に表示したものの閲覧をすることができる状

態に置く措置をとることによってする」に改める。 

 第１５条第４項中「地方税法施行規則（昭和２

９年総理府令第２３号。以下「施行規則」とい

う。）」を「施行規則」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、地方税法等の一部を改正する法

律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号

に掲げる規定の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区特別区税条例

の規定は、この条例の施行の日以後にする公示

送達について適用し、同日前にした公示送達に

ついては、なお従前の例による。 

                    

江東区子ども家庭支援センター条例の一部を改

正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１４号 

江東区子ども家庭支援センター条例の一部

を改正する条例 

 江東区子ども家庭支援センター条例（平成１１

年３月江東区条例第１２号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第１項ただし書を次のように改める。 

ただし、プレイルームについては、午前１０

時から午後４時３０分まで（日曜日、月曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日における江東区有明

子ども家庭支援センター及び江東区住吉子ども

家庭支援センターのプレイルームにあっては、

午前１０時から午後４時まで）とする。 

 第５条第１項の表中「（昭和２３年法律第１７

８号）」を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区旅館業法施行条例の一部を改正する条例

を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１５号 

江東区旅館業法施行条例の一部を改正する

条例 

江東区旅館業法施行条例（平成２４年３月江東

区条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第１条を次のように改める。 

（目的） 

第１条 この条例は、旅館業法（昭和２３年法律

第１３８号。以下「法」という。）の施行に関

し必要な事項及び旅館業の業務の適正な運営の

確保を図るために必要な事項を定めることによ

り、宿泊者に安全で安心な宿泊環境を提供し、

かつ、区民の安全で安心な生活環境を確保し、

もって本区における旅館業の健全な発達及び区

民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 第２条第１項中第２号を第３号とし、第１号の

次に次の１号を加える。 

(2) 隣接土地所有者等 公道（道路法（昭和２

７年法律第１８０号）に定める道路及び敷地

が公有地（国又は地方公共団体が管理するも

のに限る。）で現に一般交通の用に供されて

いる道路をいう。）から旅館業の許可を受け

ようとする施設の敷地に至るまでの土地の所

有者又は管理者 

 第２条の２第２号中「土地又は」を「土地及

び」に改め、「の事業用賃貸借契約書の写し又

は」を削り、「土地若しくは」を「土地及び」に

改め、同条を第２条の３とし、第２条の次に次の

１条を加える。 

（基本理念） 

第２条の２ 旅館業の業務の適正な運営の確保は、

次に掲げる事項を基本理念として行われなけれ

ばならない。 

(1) 宿泊者に対して良質なサービスを提供する

こと。 

(2) 宿泊者及び区民にとって安全で安心なもの

であること。 

(3) 地域の生活環境との調和に考慮すること。 

(4) 地域コミュニティの活性化に寄与すること。 
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 第３条第１項中「関係住民」の次に「及び隣接

土地所有者等」を加える。 

 第４条第１項中「関係住民」の次に「及び隣接

土地所有者等」を加え、同条第３項中「関係住

民」の次に「又は隣接土地所有者等」を加え、

「努めること」を「努めなければならない」に改

める。 

 第９条第１号ただし書を削り、同条中第６号を

第７号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰

り下げ、第２号の次に次の１号を加える。 

 (3) 営業施設の入り口には、緊急時に当該営業

施設内に営業者自らが勤務し、又は営業従事

者を勤務させる場所に通じる連絡先を掲示す

ること。 

 第９条に次の３号を加える。 

(8) 宿泊者に対し、関係住民の生活環境の悪化

を防止するために必要な事項として、次条に

定める宿泊者の遵守事項及び営業施設の使用

方法を書面等により事前に説明すること。 

(9) 営業施設内に宿泊者が滞在する間は、少な

くとも２４時間以内に１回、営業者又は営業

従事者が当該営業施設に赴いて当該営業施設

の状況及び宿泊者が次条に定める事項を遵守

しているかを確認し、遵守していない場合は

当該事項を遵守させるとともに、その結果を

記録及び保管すること。ただし、規則で定め

る場合は、この限りでない。 

(10) 営業施設の運営に当たり必要な法令の趣旨

を理解し、営業施設の適正な管理に努めるこ

と。 

 第９条を第９条の２とし、第８条の次に次の１

条を加える。 

（営業者の責務） 

第９条 営業者は、基本理念にのっとり、旅館業

の業務の適正な運営の確保に向けて区長が行う

指導、勧告、助言又は情報の提供の趣旨及び内

容を十分に理解し、真摯に対応するよう努めな

ければならない。 

２ 営業者は、基本理念にのっとり、地域コミュ

ニティの重要性を理解し、その営業施設が所在

する地域において行われる地域活動への参加等

を通じて、地域住民との信頼関係の構築に努め

なければならない。 

 第１０条中「当たっては」の次に「、基本理念

にのっとり、当該営業施設において旅館業を営む

営業者から説明を受けた事項を遵守するととも

に」を加える。 

 第１１条に次の２号を加える。 

(11) 営業施設内には、営業者又は営業従事者が

常駐できるための規則で定める施設を設ける

こと。 

(12) 営業施設は、玄関、玄関帳場、客室その他

宿泊者等の用途に供する施設を一体的に管理

することができ、かつ、住居その他の施設と

区画され、これらが混在していない構造であ

ること。 

 第１２条第２項中「第１０号」の次に「から第

１２号まで」を加える。 

 第１３条第２項中「第１０号」を「第１２号」

に改める。 

 第１６条中「第９条第１号又は第６号」を「第

９条の２第１号」に改める。 

 第１８条を第１９条とし、第１７条第１項中「、

前条」を「、第１６条」に改め、「従わなかった

とき」の次に「又は前条の規定により過料を科し

たとき」を加え、同条を第１８条とし、第１６条

の次に次の１条を加える。 

（過料） 

第１７条 区長は、前条の規定による命令に違反

した者に対し、５万円以下の過料を科する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に旅館業法（昭和２３

年法律第１３８号）第３条第１項の規定により

経営の許可を受けている営業施設及び現に当該

許可の申請がされている施設については、この

条例による改正後の第９条の２第１号の規定は

適用せず、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に旅館業法第３条第１

項の規定により経営の許可を受けている営業施

設及び現に当該許可の申請がされている施設に

ついては、この条例による改正後の第１１条第

１１号及び第１２号の規定は適用しない。ただ

し、この条例の施行の日以後に、当該施設を増

築し、若しくは改築し、又は大規模な修繕をす

る場合は、この限りでない。 

                    

江東区営住宅条例の一部を改正する条例を公布

する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１６号 

江東区営住宅条例の一部を改正する条例 

 江東区営住宅条例（平成９年１２月江東区条例
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第５０号）の一部を次のように改正する。 

 第３０条第２項中「含む」の次に「。以下同

じ」を加える。 

 第３９条の次に次の１条を加える。 

（定期使用許可） 

第３９条の２ 区長は、次に掲げる要件を全て満

たす場合は、１０年を超えない範囲内において

あらかじめ規則で定める期間に限って区営住宅

の使用を許可することができる。ただし、使用

者、配偶者、江東区パートナーシップ宣誓制度

の相手方又は東京都パートナーシップ関係の相

手方の子で、規則で定める者のうち最も年少の

ものが１８歳に達する日以後の最初の３月３１

日（以下この条において「当該日」という。）

が、当該許可の日から１０年を経過した日以後

に到来する場合は、当該日までとすることがで

きる。 

 (1) 使用申込者が第６条第１項各号に定める条

件を満たす者であること。 

 (2) 使用申込者、配偶者、江東区パートナーシ

ップ宣誓制度の相手方又は東京都パートナー

シップ関係の相手方の子のうち最も年少の者

が区営住宅の使用の申込受付期間の末日時点

において１８歳未満であること。 

 (3) 区長が別に定める世帯構成に該当すること。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、特に必要

があると認める場合は、同項本文に規定する許

可をすることができる。 

３ 第１項又は前項の規定による許可（以下「定

期使用許可」という。）は、その更新がなく、

期間の満了によってその効力を失うものとする。 

４ 定期使用許可をしようとする場合における前

項に定める事項についての使用予定者に対する

説明は、規則で定めるところにより行うものと

する。 

５ 前項の説明を受けた使用予定者は、第１２条

に定める手続のほか、規則で定めるところによ

り、当該説明を受けた旨を証する書類を提出し

なければならない。 

６ 定期使用許可をした場合において、その期間

の満了する日の１年前から６月前までの間に、

使用者に対して行う期間の満了により当該許可

が効力を失う旨の通知は、規則で定めるところ

により行うものとする。 

７ 定期使用許可を受けた使用者は、その期間が

満了するときまでに当該区営住宅を明け渡さな

ければならない。 

８ 定期使用許可をした場合においては、第３１

条、第３２条第２項、第３３条及び第３５条の

規定は適用しない。ただし、第１項ただし書の

規定による定期使用許可をした場合について、

当該定期使用許可の日から当該日までの期間

（当該定期使用許可の日から１０年を経過した

日までの期間を除く。）における第３１条、第

３２条第２項、第３３条及び第３５条の規定の

適用については、この限りでない。 

９ 第２８条又は第３項の規定にかかわらず、定

期使用許可を受けた使用者が、当該許可を受け

た後に同条又は第３０条第１項に規定する者に

該当するに至ったことを理由として、当該区営

住宅を明け渡す旨の申出をしたときは、区長は

当該許可の効力を将来に向けて失わせることが

できる。 

１０ 前項の場合において、区長は、必要がある

と認めるときは、他の公的資金による住宅への

入居のあっせん等の措置を講ずることができる。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１７号 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場

の整備に関する条例の一部を改正する条例 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３中「３００円」を「３６０円」に、

「以内４００円」を「以内４８０円」に、「１５

０円」を「１８０円」に、「日額４００円」を

「日額４８０円」に、「２，０００円」を「２，

４００円」に、「４，０００円」を「４，８００

円」に、「６，０００円」を「７，２００円」に

改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年１０月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に行う利用の承認について適用し、施行日前に

行った利用の承認については、なお従前の例に

よる。 
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江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１８号 

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学

校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一

部を改正する条例 

 江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（平成１４年３

月江東区条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

 第１２条第２項第１号中「１７７，９５０円」

を「１８６，０５０円」に改め、同項第３号中

「８８，９８０円」を「９２，９８０円」に改め

る。 

 別表学校医及び学校歯科医の補償基礎額の項中

「８，５２９円」を「９，０６０円」に、「９，

９０９円」を「１０，３３２円」に、「１２，３

５１円」を「１４，１７５円」に、「１３，５７

５円」を「１４，１７５円」に、「１５，８３７

円」を「１６，４６７円」に、「１６，８６６

円」を「１７，４９６円」に改め、同表学校薬剤

師の補償基礎額の項中「７，１６４円」を「７，

６２９円」に、「７，９３２円」を「８，３４０

円」に、「９，４３８円」を「９，８７３円」に、

「１０，７０１円」を「１１，０７３円」に、

「１１，６１０円」を「１１，９０７円」に、

「１１，９７０円」を「１２，２４６円」に改め

る。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（以下「新条

例」という。）第１２条第２項第１号及び第３

号の規定は、令和７年８月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 新条例別表の規定（次項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）は、令和７年４月

１日（以下「適用日」という。）以後に支給す

べき事由が生じた公務災害補償並びに適用日前

に支給すべき事由が生じた傷病補償年金、障害

補償年金及び遺族補償年金で適用日以後の期間

について支給すべきものの補償基礎額について

適用し、適用日前に支給すべき事由が生じたそ

の他の公務災害補償の補償基礎額については、

同表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 適用日から令和８年３月３１日までの期間に

おける新条例別表の規定の適用については、同

表学校医及び学校歯科医の補償基礎額の項１０

年以上１５年未満の欄中「１４，１７５円」と

あるのは、「１２，９５１円」とする。 

４ 適用日からこの条例の施行の日（以下「施行

日」という。）の前日までの間において、この

条例による改正前の江東区立学校の学校医、学

校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例別表の規定に基づく傷病補償年金、障害

補償年金及び遺族補償年金（適用日から施行日

の前日までの間に係る分に限る。）並びに同表

の規定に基づく休業補償、障害補償一時金、遺

族補償一時金及び葬祭補償（適用日から施行日

の前日までの間に支給すべき事由が生じたもの

に限る。）として支払われた金額は、これらに

相当する新条例の規定（前項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）に基づく公務災

害補償の内払とみなす。 

５ 新条例第１２条第２項第１号及び第３号の規

定は、令和７年８月１日以後に支給すべき事由

が生じた介護補償について適用し、令和７年８

月１日前に支給すべき事由が生じた介護補償に

ついては、これらの規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

６ 令和７年８月１日から施行日の前日までの間

において、この条例による改正前の江東区立学

校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償に関する条例第１２条第２項第１号及

び第３号の規定に基づく介護補償（令和７年８

月１日から施行日の前日までの間に支給すべき

事由が生じたものに限る。）として支払われた

金額は、新条例の規定に基づく介護補償の内払

とみなす。 

                    

江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の

一部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１９号 

江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例 

 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例

（平成１２年３月江東区条例第４８号）の一部を

次のように改正する。 

 第２３条第１項中「勤務した」を「勤務をし
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た」に改め、同項ただし書中「勤務しなかった」

を「勤務をしなかった」に改め、同条第２項中

「週休日等以外の日の午前零時から午前５時まで

の間」を「午後１０時から翌日の午前５時までの

間（週休日等に含まれる時間を除く。）」に、

「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第３

項各号列記以外の部分中「定める額」の次に

「（前２項に規定する勤務に従事する時間を考慮

して人事委員会の承認を得て教育委員会規則で定

める勤務にあっては、その額に１００分の１５０

を乗じて得た額）」を加え、同項第１号中「（当

該勤務に従事する時間等を考慮して人事委員会の

承認を得て教育委員会規則で定める勤務にあって

は、その額に１００分の１５０を乗じて得た

額）」を削る。 

   附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区後期高齢者医療に関する条例の一部を改

正する条例を公布する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２０号 

江東区後期高齢者医療に関する条例の一部

を改正する条例 

江東区後期高齢者医療に関する条例（平成２０

年３月江東区条例第１５号）の一部を次のように

改正する。 

 第７条中「公示送達は、」の次に「公示事項

（同条第２項に規定する公示事項をいう。以下こ

の条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和

２９年総理府令第２３号）第１条の８第１項に規

定する方法により不特定多数の者が閲覧すること

ができる状態に置く措置をとるとともに、公示事

項が記載された書面を」を加え、「掲示して行

う」を「掲示し、又は公示事項を区の事務所に設

置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧

をすることができる状態に置く措置をとることに

よってする」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、地方税法等の一部を改正する法

律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号

に掲げる規定の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区後期高齢者医

療に関する条例の規定は、この条例の施行の日

以後にする公示送達について適用し、同日前に

した公示送達については、なお従前の例による。 

                    

江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基金条

例及び江東区国民健康保険出産費資金貸付基金条

例を廃止する条例を公布する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２１号 

江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基

金条例及び江東区国民健康保険出産費資金

貸付基金条例を廃止する条例 

次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基

金条例（昭和５２年９月江東区条例第２０

号） 

(2) 江東区国民健康保険出産費資金貸付基金条

例（平成１３年１０月江東区条例第５２号） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による廃止

前の江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基

金条例及び江東区国民健康保険出産費資金貸付

基金条例（以下これらを「廃止条例」とい

う。）の規定に基づき資金の貸付けを受けてい

る者については、次に掲げる廃止条例の規定は、

この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

 (1) 江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基

金条例第８条から第１０条まで及び第１３条 

 (2) 江東区国民健康保険出産費資金貸付基金条

例第９条から第１２条まで及び第１５条 

３ この条例の施行の際廃止条例の規定に基づき

令和８年３月３１日までに資金の貸付けの申請

を行った者については、次に掲げる廃止条例の

規定は、この条例の施行後も、なおその効力を

有する。 

(1) 江東区国民健康保険高額療養費資金貸付基

金条例第３条から第１１条まで及び第１３条 

(2) 江東区国民健康保険出産費資金貸付基金条

例第３条から第１３条まで及び第１５条 

                    

江東区介護保険条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例を公布する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２２号 

江東区介護保険条例の一部を改正する条例 
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 江東区介護保険条例（平成１２年３月江東区条

例第６２号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条中第３項を第４項とし、第２項の次に

次の１項を加える。 

３ 前２項の規定にかかわらず、区長は、特に減

免する必要があると認めるときは、職権により

保険料を減免することができる。 

附則に次の２条を加える。 

（令和８年度の保険料の額の算定に関する所得の

額の算定方法の特例） 

第１１条 第１号被保険者（令和８年度分の保険

料の賦課期日において当該保険料を賦課する市

町村に住所を有しない者を除き、令和８年度分

の地方税法の規定による市町村民税の賦課期日

において当該保険料を賦課する市町村に住所を

有する者（同法第２９４条第３項の規定により

当該市町村の住民基本台帳に記録されている者

とみなされた者を含む。）に限る。以下この条

及び次条第１項において同じ。）のうち、令和

７年の合計所得金額に給与所得が含まれている

者（同年中の給与等（所得税法第２８条第１項

に規定する給与等をいう。以下同じ。）の収入

金額が５５万１，０００円以上６５万１，００

０円未満である者に限る。）の令和８年度にお

ける保険料の額の算定についての第６条第１項

（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、

第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア、第１３

号ア、第１４号ア、第１５号ア、第１６号ア、

第１７号ア及び第１８号に係る部分に限る。）

の規定の適用については、同項第６号ア中「地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２

条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以

下「合計所得金額」という。）（租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第

１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４

条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第

１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、

当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に

規定する特別控除額を控除して得た額とし、当

該合計所得金額が零を下回る場合には、零とす

る。以下同じ。）」とあるのは、「合計所得金

額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定

する合計所得金額をいい、当該合計所得金額に

所得税法第２８条第１項に規定する給与所得が

含まれている場合には、当該給与所得の金額に

ついては、同条第２項の規定によって計算した

金額に令和７年中の同条第１項に規定する給与

等の収入金額から５５万円を控除して得た額を

加えた額によるものとし、租税特別措置法によ

る特別控除の適用がある場合には、当該合計所

得金額から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得

金額が零を下回る場合には、零とする。以下同

じ。）」とする。 

２ 第１号被保険者のうち、令和７年の合計所得

金額に給与所得が含まれている者（同年中の給

与等の収入金額が６５万１，０００円以上１６

１万９，０００円未満である者に限る。）の令

和８年度における保険料の額の算定についての

第６条第１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、

第９号ア、第１０号ア、第１１号ア、第１２号

ア、第１３号ア、第１４号ア、第１５号ア、第

１６号ア、第１７号ア及び第１８号に係る部分

に限る。）の規定の適用については、同項第６

号ア中「地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計

所得金額（以下「合計所得金額」という。）

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条

第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第

１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、

第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、当該合計所得金額から令第２

２条の２第２項に規定する特別控除額を控除し

て得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る

場合には、零とする。以下同じ。）」とあるの

は、「合計所得金額（地方税法第２９２条第１

項第１３号に規定する合計所得金額をいい、当

該合計所得金額に所得税法第２８条第１項に規

定する給与所得が含まれている場合には、当該

給与所得の金額については、同条第２項の規定

によって計算した金額に１０万円を加えた額に

よるものとし、租税特別措置法による特別控除

の適用がある場合には、当該合計所得金額から

令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を

控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を

下回る場合には、零とする。以下同じ。）」と

する。 

３ 第１号被保険者のうち、令和７年の合計所得

金額に給与所得が含まれている者（同年中の給

与等の収入金額が１６１万９，０００円以上１

９０万円未満である者に限る。）の令和８年度

における保険料の額の算定についての第６条第

１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号

ア、第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア、第
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１３号ア、第１４号ア、第１５号ア、第１６号

ア、第１７号ア及び第１８号に係る部分に限

る。）の規定の適用については、同項第６号ア

中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金

額（以下「合計所得金額」という。）（租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条

の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場

合には、当該合計所得金額から令第２２条の２

第２項に規定する特別控除額を控除して得た額

とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、

零とする。以下同じ。）」とあるのは、「合計

所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額をいい、当該合計所得

金額に所得税法第２８条第１項に規定する給与

所得が含まれている場合には、当該給与所得の

金額については、同条第２項の規定によって計

算した金額に６５万円から令和７年給与所得控

除額（令和７年中の所得税法第２８条第１項に

規定する給与等の収入金額から、当該給与等の

収入金額を所得税法等の一部を改正する法律

（令和７年法律第１３号）第１条の規定による

改正前の所得税法別表第５の給与等の金額とし

て、同表により当該金額に応じて求めた同表の

給与所得控除後の給与等の金額を控除して得た

額をいう。）を控除して得た額を加えた額によ

るものとし、租税特別措置法による特別控除の

適用がある場合には、当該合計所得金額から令

第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控

除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下

回る場合には、零とする。以下同じ。）」とす

る。 

（令和８年度の保険料の額の算定に関する基準の

特例） 

第１２条 第１号被保険者の令和８年度における

保険料の額の算定についての第６条第１項の規

定の適用については、当該第１号被保険者の属

する世帯の世帯主及び全ての世帯員のうちに、

第１号に掲げる者に該当し、かつ、第２号又は

第３号に掲げる者のいずれかに該当する者があ

るときは、当該該当する者は、同年度分の地方

税法の規定による市町村民税が課されている者

とみなす。 

(1) 令和７年の合計所得金額に給与所得が含ま

れている者（令和８年度分の保険料の賦課期

日において当該保険料を賦課する市町村に住

所を有しない者を除く。）であって、令和８

年度分の地方税法の規定による市町村民税の

賦課期日において当該保険料を賦課する市町

村に住所を有するもの（同法第２９４条第３

項の規定により当該市町村の住民基本台帳に

記録されている者とみなされた者を含む。） 

(2) 地方税法第２９５条第１項第２号に掲げる

者に該当し、かつ、令和８年度分の同法の規

定による市町村民税が課されていない者であ

って、次のアからウまでに掲げる場合のいず

れかに該当するもの 

ア 令和７年中の給与等の収入金額が５５万

１，０００円以上６５万１，０００円未満

であり、かつ、１３５万円から同年の合計

所得金額を控除して得た額が、同年中の給

与等の収入金額から５５万円を控除して得

た額以下である場合 

イ 令和７年中の給与等の収入金額が６５万

１，０００円以上１６１万９，０００円未

満であり、かつ、１３５万円から同年の合

計所得金額を控除して得た額が１０万円以

下である場合 

ウ 令和７年中の給与等の収入金額が１６１

万９，０００円以上１９０万円未満であり、

かつ、１３５万円から同年の合計所得金額

を控除して得た額が、６５万円から、同年

中の給与等の収入金額から当該給与等の収

入金額を所得税法等の一部を改正する法律

（令和７年法律第１３号）第１条の規定に

よる改正前の所得税法別表第５（以下「別

表第５」という。）の給与等の金額として、

別表第５により当該金額に応じて求めた別

表第５の給与所得控除後の給与等の金額を

控除して得た額を控除して得た額以下であ

る場合 

(3) 地方税法第２９５条第１項各号に掲げる者

に該当せず、かつ、令和８年度分の同法の規

定による市町村民税が課されていない者であ

って、次のアからウまでに掲げる場合のいず

れかに該当するもの 

ア 令和７年中の給与等の収入金額が５５万

１，０００円以上６５万１，０００円未満

であり、かつ、地方税法第２９５条第３項

に規定する政令で定める基準に従い当該市

町村の条例で定める金額から同年の合計所

得金額を控除して得た額が、同年中の給与

等の収入金額から５５万円を控除して得た
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額以下である場合 

イ 令和７年中の給与等の収入金額が６５万

１，０００円以上１６１万９，０００円未

満であり、かつ、地方税法第２９５条第３

項に規定する政令で定める基準に従い当該

市町村の条例で定める金額から同年の合計

所得金額を控除して得た額が１０万円以下

である場合 

ウ 令和７年中の給与等の収入金額が１６１

万９，０００円以上１９０万円未満であり、

かつ、地方税法第２９５条第３項に規定す

る政令で定める基準に従い当該市町村の条

例で定める金額から同年の合計所得金額を

控除して得た額が、６５万円から、同年中

の給与等の収入金額から当該給与等の収入

金額を別表第５の給与等の金額として、別

表第５により当該金額に応じて求めた別表

第５の給与所得控除後の給与等の金額を控

除して得た額を控除して得た額以下である

場合 

２ 第１号被保険者の令和８年度における保険料

の額の算定についての第６条第１項の規定の適

用については、当該第１号被保険者が前項第１

号に掲げる者に該当し、かつ、同項第２号又は

第３号に掲げる者のいずれかに該当するときは、

当該第１号被保険者は、同年度分の地方税法の

規定による市町村民税が課されている者とみな

す。 

附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

を公布する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２３号 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する

条例 

江東区国民健康保険条例（昭和３４年１１月江

東区条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の２中「並びに介護納付金賦課被保険

者」を「、世帯主の世帯に属する介護納付金賦課

被保険者」に、「の合算額」を「並びに世帯主の

世帯に属する被保険者につき算定した子ども・子

育て支援納付金賦課額（同項第４号に規定する子

ども・子育て支援納付金賦課額をいう。以下同

じ。）の合算額」に改める。 

 第１４条の３第１号イ中「並びに介護保険法」

を「、介護保険法」に、「の納付に要する費用

に」を「並びに子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）の規定による納付金（以下「子

ども・子育て支援納付金」という。）の納付に要

する費用に」に改め、同号カ、同条第２号イ及び

エ中「、病床転換支援金等及び介護納付金」を

「及び病床転換支援金等、介護納付金並びに子ど

も・子育て支援納付金」に改める。 

 第１５条第１項中「第１５条の４」を「第１５

条の４第１号」に改める。 

 第１５条の４第１号中「１００分の７．７１」

を「１００分の７．５１」に、「１００分の５

９」を「１００分の５８」に改め、同条第２号中

「４万７，３００円」を「４万７，６００円」に、

「１００分の４１」を「１００分の４２」に改め

る。 

 第１５条の８中「６６万円」を「６７万円」に

改める。 

 第１５条の１１中「次条」を「次条第１号」に

改める。 

第１５条の１２第１号中「１００分の２．６

９」を「１００分の２．８０」に改め、同条第２

号中「１万６，８００円」を「１万７，６００

円」に改める。 

 第１６条の３中「次条」を「次条第１号」に改

める。 

 第１６条の４第１号中「１００分の２．２５」

を「１００分の２．４３」に改め、同条第２号中

「１万６，６００円」を「１万７，８００円」に

改める。 

 第１６条の５中「賦課額」を「介護納付金賦課

額」に改め、同条の次に次の５条を加える。 

（子ども・子育て支援納付金賦課総額） 

第１６条の６ 保険料の賦課額のうち子ども・子

育て支援納付金賦課額（第１９条の２、第１９

条の４、第１９条の５及び第１９条の６の規定

により子ども・子育て支援納付金賦課額を減額

するものとした場合にあっては、その減額する

こととなる額を含む。）の総額（以下「子ど

も・子育て支援納付金賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる

額の見込額を控除した額を基準として算定した

額とする。 

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 当該年度における国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用（都の国民健康保

険に関する特別会計において負担する子ど

も・子育て支援納付金の納付に要する費用
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に充てる部分に限る。次号において同

じ。）の額 

イ 第１９条の６の規定により子ども・子育

て支援納付金賦課額の被保険者均等割額を

減額するものとした場合に減額することと

なる額の総額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられ

た法第７５条の規定により交付を受ける補

助金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものに限る。）及び同条

の規定により貸し付けられる貸付金（国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費用

に係るものに限る。）の額 

イ アに掲げるもののほか、区の国民健康保

険に関する特別会計において負担する国民

健康保険事業に要する費用（国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法第７２条の３第１

項、第７２条の３の２第１項及び第７２条

の３の３第１項の規定による繰入金を除

く。）の額 

（子ども・子育て支援納付金賦課額） 

第１６条の７ 保険料の賦課額のうち子ども・子

育て支援納付金賦課額は、当該世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額及び被保険者均

等割額の合算額の総額に、当該世帯に属する１

８歳以上被保険者（法施行令第２９条の７第５

項第３号に規定する１８歳以上被保険者をいう。

以下同じ。）につき算定した１８歳以上被保険

者均等割額の総額を加算した額とする。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の所得割額の

算定） 

第１６条の８ 前条の所得割額は、被保険者に係

る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎

控除後の総所得金額等に次条第１号の所得割の

保険料率を乗じて算定する。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率） 

第１６条の９ 子ども・子育て支援納付金賦課額

の保険料率は、次のとおりとする。 

(1) 所得割 １００分の０．２７（子ども・子

育て支援納付金賦課総額から、第１６条の６

第１号イに掲げる額の見込額から同号イに係

る同条第２号に掲げる額の見込額を控除した

額を控除した額（以下「子ども・子育て支援

納付金賦課額の保険料率の算定に係る額」と

いう。）の１００分の５６に相当する額を被

保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所

得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額

（法施行令第２９条の７第５項第４号ただし

書に規定する場合にあっては、省令第３２条

の１０の２に規定する方法により補正された

後の金額）の総額で除して得た数） 

(2) 被保険者均等割 被保険者１人につき １，

８００円（子ども・子育て支援納付金賦課額

の保険料率の算定に係る額の１００分の４４

に相当する額を当該年度の前年度及びその直

前の２か年度の各年度における被保険者の数

等を勘案して算定した数で除して得た額） 

(3) １８歳以上被保険者均等割 被保険者１人

につき ７３円（第１６条の６第 1 号イに掲

げる額の見込額から同号イに係る同条第２号

に掲げる額の見込額を控除した額を当該年度

の前年度及びその直前の２か年度の各年度に

おける１８歳以上被保険者の数等を勘案して

算定した数で除して得た額） 

（子ども・子育て支援納付金賦課限度額） 

第１６条の１０ 第１６条の７の子ども・子育て

支援納付金賦課額は、３万円を超えることがで

きない。 

 第１８条の２第１項及び第２項中「及び後期高

齢者支援金等賦課額並びに介護納付金賦課額」を

「、後期高齢者支援金等賦課額、介護納付金賦課

額及び子ども・子育て支援納付金賦課額」に改め

る。 

 第１９条第１項及び第２項中「若しくは第１６

条の２の額」を「、第１６条の２の額若しくは第

１６条の７の額」に、「若しくは第１９条の５第

１項各号に定める額」を「、第１９条の５第１項

各号に定める額若しくは第１９条の６に定める

額」に改める。 

 第１９条の２各号列記以外の部分中「６６万

円」を「６７万円」に、「及び第１５条の１０」

を「、第１５条の１０」に、「並びに第１６条の

２」を「、第１６条の２」に改め、「１７万

円）」の次に「及び第１６条の７の子ども・子育

て支援納付金賦課額から、それぞれ当該各号のエ

及びオに定める額を減額して得た額（当該減額し

て得た額が３万円を超える場合には、３万円）」

を加え、同条第１号ア中「３万３，１１０円」を

「３万３，３２０円」に改め、同号イ中「１万１，

７６０円」を「１万２，３２０円」に改め、同号

ウ中「１万１，６２０円」を「１万２，４６０

円」に改め、同号に次のように加える。 

エ 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る

被保険者均等割額 被保険者１人につき  
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１，２６０円 

オ 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る

１８歳以上被保険者均等割額 被保険者１

人につき ５２円 

 第１９条の２第２号中「３０万５，０００円」

を「３１万円」に改め、同号ア中「２万３，６５

０円」を「２万３，８００円」に改め、同号イ中

「８，４００円」を「８，８００円」に改め、同

号ウ中「８，３００円」を「８，９００円」に改

め、同号に次のように加える。 

  エ 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る

被保険者均等割額 被保険者１人につき  

９００円 

オ 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る

１８歳以上被保険者均等割額 被保険者１

人につき ３７円 

 第１９条の２第３号中「５６万円」を「５７万

円」に改め、同号ア中「９，４６０円」を「９，

５２０円」に改め、同号イ中「３，３６０円」を

「３，５２０円」に改め、同号ウ中「３，３２０

円」を「３，５６０円」に改め、同号に次のよう

に加える。 

  エ 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る

被保険者均等割額 被保険者１人につき  

３６０円 

オ 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る

１８歳以上被保険者均等割額 被保険者１

人につき １５円 

 第１９条の３中「及び前条」を「、第１５条の

１１、第１６条の３及び第１６条の８並びに前条

及び第１９条の５」に改める。 

 第１９条の４第１号ア中「７，０９５円」を

「７，１４０円」に改め、同号イ中「１万１，８

２５円」を「１万１，９００円」に改め、同号ウ

中「１万８，９２０円」を「１万９，０４０円」

に改め、同号エ中「２万３，６５０円」を「２万

３，８００円」に改め、同条第２号ア中「２，５

２０円」を「２，６４０円」に改め、同号イ中

「４，２００円」を「４，４００円」に改め、同

号ウ中「６，７２０円」を「７，０４０円」に改

め、同号エ中「８，４００円」を「８，８００

円」に改め、同条に次の１号を加える。 

(3) 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る被

保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定め

る額 

ア 第１９条の２第１号エに規定する金額を

減額した世帯 ２７０円 

イ 第１９条の２第２号エに規定する金額を

減額した世帯 ４５０円 

ウ 第１９条の２第３号エに規定する金額を

減額した世帯 ７２０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯  

９００円 

 第１９条の５第１項各号列記以外の部分中「第

２９条の７第５項第８号」を「第２９条の７第６

項第８号」に、「所得割額及び被保険者均等割

額」を「所得割額並びに被保険者均等割額及び１

８歳以上被保険者均等割額」に、「被保険者均等

割額）」を「被保険者均等割額及び１８歳以上被

保険者均等割額）」に、「及び第１６条の５」を

「、第１６条の５及び第１６条の１０」に改め、

同項第１号中「第３２条の１０の２」を「第３２

条の１０の３」に改め、同項に次の２号を加える。 

(7) 子ども・子育て支援納付金賦課額の所得割

額 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総

所得金額等に当該年度分の子ども・子育て支

援納付金賦課額の所得割の保険料率を乗じて

得た額の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額 

(8) 子ども・子育て支援納付金賦課額に係る被

保険者均等割額及び１８歳以上被保険者均等

割額 当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の被保険者均等割額及び１８歳以上

被保険者均等割額（第１９条の２に規定する

金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額及び１８歳以

上被保険者均等割額）に１２分の１を乗じて

得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 第１９条の５の次に次の１条を加える。 

（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日以前

である被保険者の被保険者均等割額の減額） 

第１９条の６ 当該年度において、その世帯に１

８歳に達する日以後の最初の３月３１日以前で

ある被保険者（以下「１８歳未満被保険者」と

いう。）がある場合における当該１８歳未満被

保険者に係る当該年度分の子ども・子育て支援

納付金賦課額の被保険者均等割額は、第１６条

の９第２号の被保険者均等割の保険料率に相当

する額（第１９条の２各号、第１９条の４第３

号及び前条第８号の規定により当該１８歳未満

被保険者に係る当該年度分の子ども・子育て支

援納付金賦課額の被保険者均等割額に相当する

額を減額するものとした場合にあっては、当該
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減額後の額）から当該保険料率に相当する額を

控除して得た額とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１４条の２、第１

４条の３、第１５条の４、第１５条の８、第１

５条の１２、第１６条の４、第１６条の６から

第１６条の１０まで、第１８条の２及び第１９

条から第１９条の６までの規定は、令和８年度

以後の年度分の保険料について適用し、令和７

年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 

                    

江東区特別区税条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２４号 

江東区特別区税条例の一部を改正する条例 

 江東区特別区税条例（昭和３９年１２月江東区

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

第８条各号列記以外の部分中「、第３７条の７

第１項」を削り、同項第２号及び第３号中「第３

７条の７第１項の申告書又は」を削り、「若しく

は第２項」を「又は第２項」に改める。 

 第１５条第３項中「以下この項及び次項並び

に」を「次項及び」に改め、「という。）」の次

に「（同号ロに掲げるものを除く。以下この項に

おいて同じ。）」を加える。 

 第３７条第１項を次のように改める。 

  軽自動車税は、軽自動車等に対し、その所有

者に課する。 

第３７条第２項を削り、同条第３項中「第１項

の規定にかかわらず」を「前項の規定にかかわら

ず」に、「種別割」を「軽自動車税」に、「その

使用者に」を「当該軽自動車等の使用者に軽自動

車税を」に改め、同項ただし書中「または」を

「又は」に、「これを課さない」を「この限りで

ない」に改め、同項を同条第２項とする。 

 第３７条の２第１項中「軽自動車税の賦課徴収

については、買主を前条第１項に規定する三輪以

上の軽自動車の取得者（以下この節において「三

輪以上の軽自動車の取得者」という。）又は」を

「買主を」に改め、同条第２項中「三輪以上の軽

自動車の取得者又は」を削り、同条第３項及び第

４項を削る。 

 第３７条の４から第３７条の９までを削る。 

 第３８条（見出しを含む。）中「種別割」を

「軽自動車税」に改める。 

第３９条の見出し並びに同条第１項及び第２項

中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第４０条の見出し並びに同条第１項及び第２項

中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第４２条（見出しを含む。）中「種別割」を

「軽自動車税」に改める。 

第４３条の見出し中「種別割」を「軽自動車

税」に改め、同条第１項中「種別割」を「軽自動

車税」に、「第３３号の４の２様式」を「第３３

号の４様式」に改め、同条第２項及び第３項中

「第３３号の４の２様式」を「第３３号の４様

式」に改める。 

第４４条の見出し中「種別割」を「軽自動車

税」に改める。 

第４５条第２項中「第３７条第３項ただし書」

を「第３７条第２項ただし書」に、「種別割」を

「軽自動車税」に改め、同条第９項中「原動機付

自転車又は」を「原動機付自転車若しくは」に、

「しなくなったとき、又は」を「しなくなったと

き、」に、「しないこととなったとき、若しく

は」を「しないこととなったとき又は」に、「、

種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第４６条の見出し並びに同条第１項及び第２項

中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第４６条の２の見出し並びに同条第１項、第２

項及び第４項中「種別割」を「軽自動車税」に改

める。 

 付則第３条の４の前の見出し及び同条を削る。 

付則第３条の４の２に見出しとして「（区民税

の住宅借入金等特別税額控除）」を付し、同条第

１項中「居住年が平成１１年から平成１８年まで

又は」を「同法第４１条第１項に規定する居住年

が」に、「において、前条第１項の規定の適用を

受けないときは、法附則第５条の４の２第５項」

を「には、法附則第５条の４第５項」に改め、同

条第２項中「付則第３条の４の２第１項」を「付

則第３条の４第１項」に改め、同条を付則第３条

の４とする。 

付則第３条の６第１項及び付則第３条の９中

「付則第３条の４の２第１項」を「付則第３条の

４第１項」に改める。 

付則第４条第２項中「、付則第３条の４の２第

１項」を削る。 

付則第５条の３から第５条の７までを削る。 

付則第６条の見出し中「の種別割」を削り、同
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条第１項中「法第４４４条第３項に規定する」を

「道路運送車両法第６０条第１項後段の規定によ

る」に、「から第４項まで」を「及び第３項」に

改め、「の種別割」を削り、同条第２項中「令和

４年４月１日から令和８年３月３１日まで」を

「令和７年４月１日から令和１０年３月３１日ま

で」に改め、「の種別割」を削り、同条第３項中

「法第４４６条第１項第３号」を「同項」に改め、

「及び次項」を削り、「令和４年４月１日」を

「令和７年４月１日」に、「当該初回車両番号指

定を受けた日の属する年度の翌年度分」を「令和

８年度分」に改め、「の種別割」を削り、同条第

４項を削り、同条第５項中「第８項」を「第３

項」に改め、同項を同条第４項とする。 

付則第６条の２の見出し中「の種別割」を削り、

同条第１項中「の種別割」を削り、「から第４項

まで」を「又は第３項」に改め、同条第２項及び

第３項中「の種別割」を削る。 

付則第８条第３項第２号、付則第９条第３項第

２号及び付則第１０条第３項第２号中「、付則第

３条の４第１項及び付則第３条の４の２第１項」

を「及び付則第３条の４第１項」に改める。 

付則第１１条第１項及び第２項中「令和８年

度」を「令和１１年度」に改める。 

付則第１２条第５項第２号、付則第１３条第２

項第２号及び付則第１４条第２項第２号中「、付

則第３条の４第１項及び付則第３条の４の２第１

項」を「及び付則第３条の４第１項」に改める。 

付則第１４条の２第２項第２号及び第５項第２

号並びに付則第１４条の３第２項第２号及び第５

項第２号中「、第３条の４第１項及び第３条の４

の２第１項」を「及び付則第３条の４第１項」に

改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区特別区税条例

の規定中軽自動車税に関する部分は、令和８年

度以後の年度分の軽自動車税について適用する。 

３ この条例の施行の日前の三輪以上の軽自動車

の取得に対して課する軽自動車税の環境性能割

については、なお従前の例による。 

４ 令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別

割については、なお従前の例による。 

（江東区特別区税条例等の一部を改正する条例の

一部改正） 

５ 江東区特別区税条例等の一部を改正する条例

（平成２６年６月江東区条例第１６号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第５条第１項中「の種別割」を削る。 
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告 示 

 

◎江東区告示第８２号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和８年３月５日 

江東区長  大久保 朋 果 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第９１号 

 令和８年３月１３日、江東区議会の議決を経た、

令和７年度補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、

次のとおり公表する。 

令和８年３月１３日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 令和７年度江東区一般会計補正予算（第５

号） 

２ 令和７年度江東区国民健康保険会計補正予算

（第１号） 

３ 令和７年度江東区介護保険会計補正予算（第

１号） 

４ 令和７年度江東区後期高齢者医療保険会計補

正予算（第１号） 
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令和７年度江東区一般会計補正予算（第５号） 

令和７年度江東区一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ 6,070,000 千円を減額し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ 294,256,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使

用できる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

（特別区債の補正） 

第３条 特別区債の廃止及び変更は、「第３表特別区債補正」による。 
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第１表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 
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第２表 繰越明許費 
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第３表 特別区債補正 

廃止 

 
 

変更 
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令和７年度江東区国民健康保険会計補正予算（第１号） 

令和７年度江東区国民健康保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ 520,000 千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ 46,602,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 
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令和７年度江東区介護保険会計補正予算（第１号） 

令和７年度江東区介護保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 1,260,000 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ 43,477,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 
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令和７年度江東区後期高齢者医療会計補正予算（第１号） 

令和７年度江東区後期高齢者医療会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 366,000 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ 13,690,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 

 
 

 

                    

◎江東区告示第９３号 

特定乳児等通園支援事業者の確認について 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第５４条の２の規定に基づき、特定乳児等通

園支援事業者に係る確認を行ったので、法第５３

条第１号の規定により下記のとおり告示する。 

令和８年３月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

設置者

名 
施設名 所在地 確認年

月日 
施設の

種類 
労 働 者

協 同 組

合 ワ ー

カ ー ズ

コ ー

プ ・ セ

ン タ ー

事 

ワ ー カ

ー ズ コ

ー プ 新

大 橋 の

び っ こ

保 育 園

（ 本

園） 

江 東 区

新 大 橋

二 丁 目

１ ７ 番

９号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

業団     

株 式 会

社 チ ャ

イ ル

ド ・ ピ

ース 

小 鳩 保

育 園 清

澄白河 

江 東 区

白 河 三

丁 目 １

０ 番 ８

号 １ ～

３階 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 チ ャ

イ ル

ド ・ ピ

ース 

小 鳩 保

育 園 永

代 

江 東 区

永 代 一

丁 目 １

２ 番 ５

‐ １ ０

１号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 チ ャ

イ ル

ド ・ ピ

ース 

小 鳩 ス

マ ー ト

保育所  

冬木 

江 東 区

冬 木 ２

２ 番 ２

４号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

小 規 模

保 育 事

業所 

社 会 福

祉 法 人

芳美会 

ひ ろ が

り 保 育

園 ・ 門

江 東 区

富 岡 一

丁 目 ４

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 
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前仲町 番１０ 
  号１階   

株 式 会

社 日 本

保 育 サ

ービス 

ア ス ク

も ん な

か 保 育

園 

江 東 区

富 岡 一

丁 目 １

４ 番 １

７号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社新星 
小 規 模

保 育 室

ラ ッ キ

ー コ コ

ナッツ 

江 東 区

千 石 二

丁 目 ８

番 ４ 号

１階 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

小 規 模

保 育 事

業所 

社 会 福

祉 法 人

春和会 

タ ム ス

わ ん ぱ

く 保 育

園木場 

江 東 区

木 場 二

丁 目 １

３ 番 １

７号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 マ ミ

ー ・ イ

ン タ ー

ナ シ ョ

ナル 

マ ミ ー

保 育 園

東陽町 

江 東 区

東 陽 二

丁 目 ２

番 １ ４

号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 Ｓ ｍ

ｉｌｅ  

Ｐ ｒ ｏ

ｊ ｅ ｃ

ｔ 

キ ッ ズ

ス マ イ

ル 江 東

塩浜 

江 東 区

塩 浜 二

丁 目 １

４ 番 ５

号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

社 会 福

祉 法 人

深 川 愛

隣学園 

愛 隣 シ

ャ ロ ー

ム 保 育

園 

江 東 区

枝 川 三

丁 目 ６

番 １ ５

号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 日 本

保 育 サ

ービス 

ア ス ク

バ イ リ

ン ガ ル

保 育 園

豊洲 

江 東 区

豊 洲 三

丁 目 ６

番 ８ 号

１階 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 ア イ

オル 

東 雲 ル

ミ ナ ス

保育園 

江 東 区

東 雲 一

丁 目 ９

番 １ ０

号２階 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

認 証 保

育所 

株 式 会

社 Ｓ ｍ

ｉ ｌ ｅ 

Ｐ ｒ ｏ

ｊ ｅ ｃ

ｔ 

キ ッ ズ

ス マ イ

ル 江 東

有明 

江 東 区

有 明 一

丁 目 ３

番 １ 号

１階 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

社 会 福

祉 法 人

わ か み

か が や

き 保 育

園 

江 東 区

大 島 七

丁 目 ３

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

や 福 祉

会 
７ 番 １

３号 
株 式 会

社 日 本

保 育 サ

ービス 

ア ス ク

東 大 島

保育園 

江 東 区

大 島 八

丁 目 ３

１ 番 ２

号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 Ｓ ｍ

ｉｌｅ  

Ｐ ｒ ｏ

ｊ ｅ ｃ

ｔ 

キ ッ ズ

ス マ イ

ル 江 東

北砂 

江 東 区

北 砂 五

丁 目 １

番 ２ ３

号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 チ ャ

イ ル

ド ・ ピ

ース 

小 鳩 ス

マ ー ト

保 育 所

北砂 

江 東 区

北 砂 五

丁 目 １

６ 番 １

３号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

小 規 模

保 育 事

業所 

株 式 会

社 マ ミ

ー ・ イ

ン タ ー

ナ シ ョ

ナル 

マ ミ ー

保 育 園

東砂 

江 東 区

東 砂 三

丁 目 ２

８ 番 １

号 

令 和 ８

年 ４ 月

１日 

私 立 保

育所 

                    

◎江東区告示第９４号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第１項の規定に基づき、特別区道の区域を下記の

ように変更する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月１８日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月１８日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 

路線

名 
変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 
城 ２

３号 

江東区北砂四丁目１

２８３番２先から 

江東区北砂四丁目１

２８３番１先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第９５号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第２項の規定に基づき、下記の特別区道の供用を

開始する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月１８日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月１８日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 
路線名 供用開始の区間 備考 

１ 
城 ２ ３

号 

江東区北砂四丁目１２

８３番２先から 

江東区北砂四丁目１２

８３番１先まで 

なし 
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◎江東区告示第９６号 

 江東区区有通路管理条例（平成４年３月江東区

条例第１７号）第３条の規定に基づき、区有通路

の区域を下記のとおり変更する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月１８日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月１８日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 

路線

名 
変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 

６ ０

３ ６

号 

江東区北砂四丁目１

５１５番７から 

江東区北砂四丁目１

５１５番５５まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第１００号 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和８年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果 

〔別紙省略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

◎江東区告示第１０１号 

 開発行為に関する工事の完了公告 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

９条の規定に基づき許可した下記の開発行為に関

する工事は完了した。 

  令和８年３月１９日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 開発区域又は工

区に含まれる地域

の名称 

江東区東雲一丁目３番１、

２、３ 

 

２ 許可を受けた者

の住所・氏名 
東京都千代田区飯田橋４‐７

‐１結和税理士法人内 

東雲特定目的会社  

取締役 中津 正憲 

                    

◎江東区告示第１０２号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第２項の規定に基づき、下記の特別区道の供用を

開始する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月２３日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月２３日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 
整理

番号 
路線名 供用開始の区間 備考 

１ 江１４０号 

江東区猿江二丁目８

番４先から 

江東区大島一丁目５

４番３先まで 

なし 
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◎江東区告示第１０３号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４４条

の３第１項及び第２項の規定に基づき除去及び保

管した違法放置等物件について、同法第４４条の

３第３項及び道路法施行令（昭和２７年政令第４

７９号）第１９条の６第１項の規定により、下記

のとおり告示する。 

  令和８年３月２４日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 
違 法 放

置 等 物

件 の 詳

細 

種別・数

量 

自動二輪車・１台 

名称 ＨＯＮＤＡ ＬＥＡＤ 

ナンバー 不明 

色 シルバー 

放置されていた場所 江東区新木場二丁目１０番

５号地先 

除去した日時 令和８年３月２４日 

午前９時２７分 

保管を始めた日時 令和８年３月２４日 

午前９時５２分 

保管した場所 江東区資材置場 

返還時に必要なもの 身分を確認できるもの（証

明書）及び印鑑 

当該物件の所有者等である

ことを証する書面 

                    

◎江東区告示第１０６号 

 江東区区有通路管理条例（平成４年３月江東区

条例第１７号）第３条の規定に基づき、区有通路

の区域を下記のとおり変更する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月２６日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月２３日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 

路線

名 
変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 

６ １

０ ５

号 

江東区南砂四丁目２

４８番４１先から 

江東区南砂四丁目２

４９番２先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

２ 

６ １

０ ５

号 

江東区南砂四丁目２

５１番１先から 

江東区南砂四丁目２

５２番１先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

３ 

６ ０

５ ３

号 

江東区北砂六丁目６

７６番２先から 

江東区北砂六丁目６

３２番４先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

４ 

６ ０

８ ２

号 

江東区東砂五丁目１

９２番８先から 

江東区東砂五丁目１

９３番２先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

５ 

６ ０

４ ８

号 

江東区北砂四丁目１

１４１番１先から 

江東区北砂四丁目１

１４１番３先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

６ 

６ １

３ ５

号 

江東区北砂三丁目２

３１番５４先から 

江東区北砂三丁目２

３１番１０６先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

７ 

６ ０

５ ０

号 

江東区北砂六丁目７

３５番２先から 

江東区北砂六丁目７

２６番４５先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

８ 

６ ０

３ ２

号 

江東区大島五丁目８

６９番１８先から 

江東区大島五丁目３

８６番２先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第１０７号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第１項の規定に基づき、特別区道の区域を下記の

ように変更する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月２６日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月２６日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 

路線

名 
変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 
深 ８

９号 

江東区冬木３２番１

先から 

江東区冬木３２番１

０先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

２ 
城 ９

５号 

江東区大島一丁目１

５３番３先から 

江東区大島一丁目１

５４番３４先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

３ 

深 ３

１ ８

号 

江東区千田１７番８

先から 

江東区千田１７番１

０先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

４ 

深 ２

８ １

号 

江東区石島１４番１

３先から 

江東区石島１４番２

２先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

５ 

深 １

４ ２

号 

江東区牡丹三丁目１

６番１先から 

江東区牡丹三丁目１

６番１０先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

６ 
深 ８

５号 

江東区深川二丁目１

０番６先から 

江東区深川二丁目１

０番１１先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

７ 

城 １

５ ５

号 

江東区東砂六丁目８

８番２先から 

江東区東砂六丁目８

３番まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

８ 
城 ６

２号 

江東区亀戸八丁目１

０４番１先から 

江東区亀戸五丁目１

０５番１先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

９ 

城 １

２ ２

号 

江東区北砂一丁目２

３２番２先から江東

区北砂一丁目２３２

番１先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１０ 

深 ４

０ ５

号 

江東区森下三丁目３

５番１０９先から 

江東区森下三丁目３

５番２５先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１１ 

城 １

０ ９

号 

江東区大島五丁目７

５０番７４先から 

江東区大島三丁目７

５０番２２先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１２ 

深 ３

８ ９

号 

江東区森下二丁目１

８番４先から 

江東区森下二丁目１

８番３先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１３ 
深 ５

３号 

江東区佐賀二丁目１

０番１６先から 

江東区佐賀二丁目１

０番４先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１４ 
深 ４

９号 

江東区深川一丁目２

５番１５先から 

江東区深川一丁目２

５番４先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１５ 

江 ４

９ ４

号 

江東区北砂七丁目４

００番５内 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１６ 

江 ４

９ ８

号 

江東区北砂六丁目５

９５番内 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第１０８号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第２項の規定に基づき、下記の特別区道の供用を

開始する。 

 なお、その関係図面は、令和８年３月２６日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和８年３月２６日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 
整理

番号 

路線

名 
供用開始の区間 備考 

１ 
深８

９号 

江東区冬木３２番１先から 

江東区冬木３２番１０先まで 
なし 

２ 
城９

５号 

江東区大島一丁目１５３番３

先から 

江東区大島一丁目１５４番３

４先まで 

なし 

３ 

深３

１８

号 

江東区千田１７番８先から 

江東区千田１７番１０先まで 
なし 

４ 

深２

８１

号 

江東区石島１４番１３先から 

江東区石島１４番２２先まで 
なし 

５ 

深１

４２

号 

江東区牡丹三丁目１６番１先

から 

江東区牡丹三丁目１６番１０

先まで 

なし 

６ 
深８

５号 

江東区深川二丁目１０番６先

から 

江東区深川二丁目１０番１１

先まで 

なし 

７ 

城１

５５

号 

江東区東砂六丁目８８番２先

から 

江東区東砂六丁目８３番まで 

なし 

８ 
城６

２号 

江東区亀戸八丁目１０４番１

先から 

江東区亀戸五丁目１０５番１

先まで 

なし 

９ 

城１

２２

号 

江東区北砂一丁目２３２番２

先から 

江東区北砂一丁目２３２番１

先まで 

なし 

１０ 

深４

０５

号 

江東区森下三丁目３５番１０

９先から 

江東区森下三丁目３５番２５

先まで 

なし 

１１ 

城１

０９

号 

江東区大島五丁目７５０番７

４先から 

江東区大島三丁目７５０番２

２先まで 

なし 

１２ 

深３

８９

号 

江東区森下二丁目１８番４先

から 

江東区森下二丁目１８番３先

まで 

なし 

１３ 
深５

３号 

江東区佐賀二丁目１０番１６

先から 

江東区佐賀二丁目１０番４先

まで 

なし 

１４ 
深４

９号 

江東区深川一丁目２５番１５

先から 

江東区深川一丁目２５番４先

まで 

なし 
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◎江東区告示第１１０号 

特定乳児等通園支援事業者の確認について 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第５４条の２の規定に基づき、特定乳児等通

園支援事業者に係る確認を行ったので、法第５３

条第１号の規定により下記のとおり告示する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

設置者

名 
施設名 所在地 確認年

月日 
施設の

種類 
社 会 福

祉 法 人

豊友会 

も ん な

か ほ う

ゆ う 保

育園 

江 東 区

冬 木 １

１ 番 １

７号 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 マ ミ

ー ・ イ

ン タ ー

ナ シ ョ

ナル 

マ ミ ー

保 育 園

扇橋 

江 東 区

扇 橋 一

丁 目 ２

１ 番 ５

号 １ ・

２階 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

ス マ イ

ル ク ラ

ブ 株 式

会社 

ス マ イ

ル ク ラ

ブ ナ ー

サ リ ー

住吉 

江 東 区

猿 江 二

丁 目 １

６ 番 ５

号１階 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

小 規 模

保 育 事

業所 

ス マ イ

ル ク ラ

ブ 株 式

会社 

ス マ イ

ル ク ラ

ブ ナ ー

サ リ ー

木場 

江 東 区

木 場 一

丁 目 ４

番 ５ 号

２階 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

社 会 福

祉 法 人

白菊会 

ス マ イ

ス セ レ

ソ ン 豊

洲 保 育

園 

江 東 区

豊 洲 五

丁 目 ５

番 ２ ５

号 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

有 限 会

社 ミ ル

キ ー ウ

ェイ 

保 育 園

ミ ル キ

ー ウ ェ

イ 亀 戸

園 

江 東 区

亀 戸 七

丁 目 ３

８ 番 １

２ 号

１ ・ ２

階 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

社 会 福

祉 法 人

東 京 児

童協会 

亀 戸 こ

こ ろ 保

育 園

（ 分

園） 

江 東 区

亀 戸 七

丁 目 ６

３ 番 ３

‐ １ １

８号 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

社 会 福

祉 法 人

亀 戸 こ

こ ろ 保

江 東 区

亀 戸 九

令 和 ８

年 ５ 月

私 立 保

育所 

東京児 育園 丁目３ １日 
童協会  ４ 番 １

‐ １ ４

０号 

  

株 式 会

社 マ ミ

ー ・ イ

ン タ ー

ナ シ ョ

ナル 

マ ミ ー

保 育 園

西大島 

江 東 区

大 島 二

丁 目 ３

６ 番 １

５号 

令 和 ８

年 ５ 月

１日 

私 立 保

育所 

一 般 社

団 法 人

Ｂ ｕ ｚ

ｚ Ｃ ｒ

ｅ 

た か も

り 保 育

園 

江 東 区

高 橋 ６

番４号 

令 和 ８

年 ６ 月

１日 

小 規 模

保 育 事

業所 

社 会 福

祉 法 人

聖 救 主

福祉会 

ま こ と

保育園 
江 東 区

冬 木 １

６ 番 ７

号 

令 和 ８

年 ６ 月

１日 

私 立 保

育所 

社 会 福

祉 法 人

み わ の

会 

Ｍ Ｉ Ｗ

Ａ シ ン

フ ォ ニ

ア 保 育

園 

江 東 区

豊 洲 二

丁 目 ５

番 ３ ‐

１ ０ １

号 

令 和 ８

年 ６ 月

１日 

私 立 保

育所 

株 式 会

社 小 学

館 ア カ

デミー 

小 学 館

ア カ デ

ミ ー し

ん と よ

す 保 育

園 

江 東 区

豊 洲 六

丁 目 ２

番 １ ０

号 

令 和 ８

年 ６ 月

１日 

私 立 保

育所 

公 益 財

団 法 人

東 京 Ｙ

ＭＣＡ 

Ｙ Ｍ Ｃ

Ａ オ リ

ー ブ 保

育園 

江 東 区

東 雲 一

丁 目 ８

番 １ ８

号 

令 和 ８

年 ６ 月

１日 

私 立 保

育所 

公 益 財

団 法 人

東 京 Ｙ

ＭＣＡ 

Ｙ Ｍ Ｃ

Ａ キ ャ

ナ ル コ

ー ト 保

育園 

江 東 区

東 雲 一

丁 目 ９

番 １ ４

‐ １ ０

４号 

令 和 ８

年 ６ 月

１日 

私 立 保

育所 

                    

◎江東区告示第１１１号 

江東区清掃リサイクル条例（平成１１年１２月

江東区条例第３４号）第５１条に規定する廃棄物

処理手数料のうち、江東区清掃リサイクル条例施

行規則（平成１２年３月江東区規則第４４号）第

３５条第１項及び第３６条第１項の規定による廃

棄物処理手数料の徴収の事務について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第

１項の規定に基づき、下記のとおり指定公金事務
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取扱者に委託したので告示する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

  別紙「委託先一覧」のとおり 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

有料粗大ごみ処理券及び有料ごみ処理券の交

付に係る手数料の収納事務 

３ 指定日 

  別紙「委託先一覧」のとおり 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 
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◎江東区告示第１１３号 

 令和８年３月２７日、江東区議会の議決を経た、

令和８年度当初予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、

次のとおり公表する。 

令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 令和８年度江東区一般会計予算 

２ 令和８年度江東区国民健康保険会計予算 

３ 令和８年度江東区介護保険会計予算 

４ 令和８年度江東区後期高齢者医療会計予算
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令和８年度江東区一般会計予算 

令和８年度江東区一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 292,726,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をするこ

とができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（特別区債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる特別区債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表特別区債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、3,000,000 千円

と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用するこ

とができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間とする。 
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第１表 歳入歳出予算 

歳入 
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歳出 
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第２表 債務負担行為 
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第３表 特別区債
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令和８年度江東区国民健康保険会計予算 

令和８年度江東区国民健康保険会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 46,896,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表歳入歳出予算」による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用 

(2) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費

の各項の間の流用 
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別表 歳入歳出予算 

歳入 
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歳出 
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令和８年度江東区介護保険会計予算 

令和８年度江東区介護保険会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 43,550,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表歳入歳出予算」による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間とする。 
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別表 歳入歳出予算 

歳入 
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歳出 
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令和８年度江東区後期高齢者医療会計予算 

令和８年度江東区後期高齢者医療会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 15,164,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表歳入歳出予算」による。 
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別表 歳入歳出予算 

歳入 

 



令和 8 年 4 月 15 日（水曜日）     江 東 区 公 報             （第 938 号） 

 

 

 

149 

歳出 

 
 

 

                    

◎江東区告示第１１４号 

特定乳児等通園支援事業者の確認について 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第５４条の２の規定に基づき、特定乳児等通

園支援事業者に係る確認を行ったので、法第５３

条第１号の規定により下記のとおり告示する。 

  令和８年３月２７日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

設置

者名 

施設名 所在地 確認年

月日 

施設の

種類 

江東

区 

江 東 区

塩 崎 保

育園 

江東区塩浜

二丁目６番

３号 

令和８

年４月

１日 

公設公

営保育

所 

江東 江東区 江東区南砂 令和８ 公設公 

区 城 東 保

育園 

七丁目９番

１１号 

年４月

１日 

営保育

所 

江東

区 

江 東 区

大 島 第

五 保 育

園 

江東区大島

四丁目２１

番３‐１０

１号 

令和８

年４月

１日 

公設公

営保育

所 

江東

区 

江 東 区

南 砂 第

四 保 育

園 

江東区 

南砂二丁目

３番４‐１

０１号 

令和８

年４月

１日 

公設公

営保育

所 

                    

◎江東区告示第１１５号 

   特定教育・保育施設の確認の辞退について 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第３６条の規定に基づ

き、特定教育・保育施設に係る法第２７条第１項
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の確認の辞退があったので、法第４１条第２号の

規定により下記のとおり告示する。 

  令和８年３月３０日 

江東区長  大久保 朋 果   

          記 

設置者名 施設名 所在地 辞退年

月日 

施設

の種

類 

クローバ

ーホール

ディング

ス株式会

社 

富岡ク

ローバ

ー保育

園 

江 東 区

富 岡 １

‐ ４ ‐

１０ 

令 和 ７

年 ３ 月

３１日 

保育

所 

特定非営

利活動法

人キッズ

ポケット 

キッズ

ポケッ

ト豊洲

保育園 

江 東 区

豊 洲 ５

‐ ５ ‐

２５  

１Ｆ 

令 和 ７

年 ３ 月

３１日 

保育

所 

                    

◎江東区告示第１１６号 

   特定教育・保育施設の確認について 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第３１条第１項の規定

に基づき、特定教育・保育施設に係る法第２７条

第１項の確認を行ったので、法第４１条第１号の

規定により下記のとおり告示する。 

  令和８年３月３０日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

設置者名 施設名 所在地 確認

年月

日 

施設

の種

類 

株式会社

チャイル

ド・ピー

ス 

小鳩保育

園 永代  

江東区永

代１‐１

２‐５ 

令 和

７ 年

４ 月

１日 

保 育

所 

株式会社

マミーズ

エンジェ

ル 

マミーズ

エンジェ

ル亀戸 

江東区亀

戸２‐８

‐１０ 

令 和

７ 年

４ 月

１日 

保 育

所 

社会福祉

法人芳美

会 

ひろがり

保育園・

門前仲町 

江東区富

岡１‐４

‐１０ 

令 和

７ 年

４ 月

１日 

保 育

所 

社会福祉

法人絲 

スマイス

セレソン

豊洲保育

園 

江東区豊

洲５‐５

‐ ２ ５ 

１Ｆ 

令 和

７ 年

４ 月

１日 

保 育

所 

                    

◎江東区告示第１１７号 

 江東区立児童遊園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１４号）第２条第２項の規定に基づき、下

記の児童遊園を休園する。 

  令和８年３月３０日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 休園する児童遊園 

名称 位置 

江東区立枝川橋児童遊

園 

江東区枝川一丁目１４

番２１号 

江東区立枝川橋第二児

童遊園 

江東区枝川二丁目１８

番２号 

江東区立枝川橋第三児

童遊園 

江東区枝川二丁目４番

１７号 

江東区立枝川橋第四児

童遊園 

江東区枝川一丁目３番

１号 

２ 休園箇所 別図のとおり 

３ 休園期間 令和８年３月３０日から工事完了

まで 

４ 休園理由 東京地下鉄株式会社による「８号

線枝川橋基礎撤去・架替工事にお

ける児童遊園附属物処理」による

工事のため 
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◎江東区告示第１１９号 

特定商業施設新設届出書の縦覧について 

江東区特定商業施設の立地に伴う生活環境保全

に関する指導要綱（平成１２年６月２９日江地商

発第６６号）第６条の規定に基づき、下記のとお

り特定商業施設新設届出書を縦覧に供する。 

  令和８年３月３０日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 
特定商業施

設新設届出

書の届出年

月日 

令和８年３月２５日 

特定商業施

設新設届出

書の縦覧場

所 

東京都江東区東陽四丁目１１番２８

号 

江東区地域振興部経済課（庁舎４

階） 

特定商業施

設新設届出

書の縦覧期 

令和８年３月３１日から令和８年５

月３１日まで 

間  

特定商業施

設新設届出

の概要 

特定商業

施設の名

称及び所

在地 

（仮称）江東区亀戸計

画 

江東区亀戸二丁目２７

番２外 

設置者の

氏名又は

名称及び

住所 

三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社 

支配人 岡本泰典 

東京都千代田区丸の内

一丁目４番５号 

特定商業

施設にお

いて営業

を営む者

の氏名又

は名称及

び住所 

株式会社ウェルパーク 

代表取締役 菅野一郎 

立川市高町長 1 番地１

００ 

株式会社はま寿司 

代表取締役 南哲史 

港区港南二丁目１８番

１号 

特定商業

施設を新

設する日 

令和８年８月２６日 
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◎江東区告示第１２１号 

 道路占用許可基準（平成１６年６月江東区告示

第１４５号）の一部を次のように改正する。 

  令和８年３月３１日 

江東区長  大久保 朋 果    

 第１４条中「又は地方公共団体」を「若しくは

地方公共団体又は町会等」に改め、同条に次のた

だし書を加える。 

  ただし、町会等が設置する場合については、

歴史的な経緯があるものに限る。 

   附 則 

 この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

                    

◎江東区告示第１２２号 

特定乳児等通園支援事業者の確認について 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第５４条の２の規定に基づき、特定乳児等通

園支援事業者に係る確認を行ったので、法第５３

条第１号の規定により下記のとおり告示する。 

令和８年３月３１日 

江東区長   大久保 朋 果   

           記 

設置

者名 

施設名 所在地 確認年

月日 

施設

の種

類 

江東

区 

江東区つ

ばめ幼稚

園 

江東区扇橋

三丁目２０

番１３‐１

０１号 

令和８

年４月

１日 

公 立

幼 稚

園 

江東

区 

江東区枝

川幼稚園 

江東区枝川

三丁目４番

１‐０１号 

令和８

年４月

１日 

公 立

幼 稚

園 

江東

区 

江東区第

二亀戸幼

稚園 

江東区亀戸

六丁目３６

番１号 

令和８

年４月

１日 

公 立

幼 稚

園 

江東

区 

江東区第

五砂町幼

稚園 

江東区東砂

七丁目５番

２７号 

令和８

年４月

１日 

公 立

幼 稚

園 

                    

◎江東区告示第１２３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり指

定公金事務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

 (1) 名称 公益社団法人江東区シルバー人材セ

ンター 

       会長 小野 綾子 

 (2) 所在地 江東区東陽六丁目２番１７号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

  江東区立横十間川親水公園内ボート場使用料

の収納事務 

３ 指定日 

  令和６年４月１日 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 
                    

◎江東区告示第１２４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、別紙のとおり指

定公金事務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    
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〔別紙〕 
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◎江東区告示第１２５号 

 コンビニエンスストア等における証明書の交付

に係る手数料の収納については、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の

規定に基づき、下記のとおり私人に委託したので、

同条第２項の規定に基づき告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方 東京都千代田区一番町２５番

地 

地方公共団体情報システム

機構 

理事長 椎橋 章夫 

２ 委託期間 令和８年４月１日から令和９年３

月３１日まで 

３ 委託の内容 証明書の交付に係る手数料の収

納事務 

４ 指定日 令和８年４月１日 

５ 委託をした委託日 令和８年４月１日 
                    

◎江東区告示第１２６号 

 江東区国民健康保険料の徴収事務について、国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８

０条の２及び地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２第１項の規定に基づき、下記

のとおり指定公金事務取扱者として指定するとと

もに、当該事務を委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び住所 

(1) 株式会社ＮＴＴデータ 

   東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

(2) 株式会社しんきん情報サービス 

   東京都港区港南一丁目８番２７号 

(3) 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 

   東京都千代田区二番町８番地８ 

(4) 株式会社ファミリーマート 

   東京都港区芝浦三丁目１番２１号 

(5) 株式会社ポプラ 

   広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６６

５番地の１ 

(6) ミニストップ株式会社 

   千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

(7) 山崎製パン株式会社 

   東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号 

(8) 株式会社ローソン 

   東京都品川区大崎一丁目１１番２号 

(9) ビリングシステム株式会社 

   東京都千代田区内幸町一丁目２番２号 

(10) ＫＤＤＩ株式会社 

   東京都港区高輪二丁目２１番１号 ＴＨＥ 

ＬＩＮＫＰＩＬＬＡＲ １ ＮＯＲＴＨ 

(11) 株式会社ＮＴＴドコモ 

   東京都千代田区永田町二丁目１１番１号 

(12) 株式会社みずほ銀行 

   東京都千代田区大手町一丁目５番５号 

２ 委託内容 

(1) ①『モバイルレジ』による江東区国民健康

保険料の徴収事務 

②『モバイルレジクレジット』及び『ネッ

トｄｅモバイルレジ』に係る江東区国民

健康保険料の徴収事務 

③江東区国民健康保険料に係る徴収事務の

取りまとめ 

(2) ＭＭＫ設置店の表示のある加盟店舗におけ

る江東区国民健康保険料の徴収事務 

(3) 直営店舗及び加盟店舗における江東区国民

健康保険料の徴収事務 

(4) 同上 

(5) 同上 

(6) 同上 

(7) 同上 

(8) 同上 

(9) 『ＰａｙＰａｙ』、『ｄ払い』及び『ａｕ 

ＰＡＹ』に係る江東区国民健康保険料の徴収

事務 

(10) 『ａｕ ＰＡＹ』による江東区国民健康保

険料の徴収事務 

(11) 『ｄ払い』による江東区国民健康保険料の

徴収事務 

(12) 『Ｊ‐Ｃｏｉｎ Ｐａｙ』による江東区国

民健康保険料の徴収事務 

３ 指定公金事務取扱者として指定をした指定日

及び委託をした委託日 

  令和８年４月１日 
                    

◎江東区告示第１２７号 

 江東区後期高齢者医療保険料の徴収事務につい

て、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）第１１４条及び地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の

規定に基づき、下記のとおり指定公金事務取扱者

として指定するとともに、当該事務を委託したの

で告示する。 

  令和８年４月１日 
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江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び住所 

(1) 株式会社ＮＴＴデータ 

   東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

(2) 株式会社しんきん情報サービス 

   東京都港区港南一丁目８番２７号 

(3) 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 

   東京都千代田区二番町８番地８ 

(4) 株式会社ファミリーマート 

   東京都港区芝浦三丁目１番２１号 

(5) 株式会社ポプラ 

   広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６６

５番地の１ 

(6) ミニストップ株式会社 

   千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

(7) 山崎製パン株式会社 

   東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号 

(8) 株式会社ローソン 

   東京都品川区大崎一丁目１１番２号 

２ 委託内容 

(1) ①『モバイルレジ』による江東区後期高齢

者医療保険料の徴収事務 

②江東区後期高齢者医療保険料に係る徴収

事務の取りまとめ 

(2) ＭＭＫ設置店の表示のある加盟店舗におけ

る江東区後期高齢者医療保険料の徴収事務 

(3) 直営店舗及び加盟店舗における江東区後期

高齢者医療保険料の徴収事務 

(4) 同上 

(5) 同上 

(6) 同上 

(7) 同上 

(8) 同上 

３ 指定公金事務取扱者として指定をした指定日

及び委託をした委託日 

  令和８年４月１日 
                    

◎江東区告示第１２８号 

江東区立都市公園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１３号）第３条第２項の規定に基づき、以

下の公園の区域及び面積を令和８年４月１日から

変更する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

１ 区域及び面積を変更する公園 

名称 位置 

仙台堀川公園 北砂六丁目１９番２１号先 

東陽六丁目６番６号先 

２ 区域及び面積 別図のとおり 
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◎江東区告示第１２９号 

 江東区立豊洲西小学校体育館棟における下記の

公金の収納については、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基

づき、下記のとおり指定公金事務取扱者に委託し

たので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

(1) 名称 株式会社フクシ・エンタープライズ 

(2) 所在地 東京都江東区大島一丁目９番８号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

(1) 江東区立学校施設使用条例（昭和５１年３

月江東区条例第１９号）第７条に規定する体

育館設備、プール及びトレーニング室の使用

料 

(2) 水泳帽、水泳用のゴーグルその他水泳用品

の売払代金 

(3) 水泳教室の行事参加費 

３ 指定日 

  令和８年４月１日 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３０号 

 令和８年度における会計年度任用職員の報酬の

額について、江東区会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例施行規則（令和２年３月江

東区規則第４号）第４条の規定に基づき、下記の

とおり告示します。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

令和８年度会計年度任用職員の報酬の額 別紙

のとおり 
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◎江東区告示第１３１号 

 江東区豊洲特別出張所の公金収納の事務につい

ては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２第１項、国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）第８０条の２、高齢者の医療

の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

第１１４条の規定に基づき、下記のとおり指定公

金事務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

 (1) 名称 株式会社パソナ 

 (2) 所在地 東京都港区南青山三丁目１番３０ 

       号 

 ＰＡＳＯＮＡ ＳＱＵＡＲＥ 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

  特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動

車税（種別割）、国民健康保険料、後期高齢者

医療保険料及び介護保険料の収納事務 

３ 指定日 

  令和６年４月１日 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 
                    

◎江東区告示第１３２号 

 江東区清掃リサイクル条例（平成１１年１２月

江東区条例第３４号）第３２条第１項及び江東区

清掃リサイクル条例施行規則（平成１２年３月江

東区規則第４４号）第１４条の規定に基づき、令

和８年度の一般廃棄物の処理に関する実施計画を

別紙のとおり公表する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    
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◎江東区告示第１３３号 

 特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車

税の収納事務について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基

づき、下記のとおり指定公金事務取扱者に委託し

たので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

指定公金

事務取扱

者の名称 

住所 委託内容 指定

日 

委託

日 

株式会社

ＮＴＴデ

ータ 

東京都江

東区豊洲

三丁目３

番３号 

公金収納

事務のと

りまとめ

及びモバ

イルレジ

による公

金収納 

令和

８年

４月

１日 

令和

８年

４月

１日 

株式会社

しんきん

情報サー

ビス 

東京都港

区港南一

丁目８番

２７号 

ＭＭＫ設

置店の表

示のある

加盟店舗

における

公金収納 

同上 同上 

株式会社

セブン -

イ レ ブ

ン・ジャ

パン 

東京都千

代田区二

番町８番

地８ 

直営店舗

及び加盟

店舗にお

ける公金

収納 

同上 同上 

株式会社

ファミリ

ーマート 

東京都港

区芝浦三

丁目１番

２１号 

同上 同上 同上 

株式会社

ポプラ 

広島県広

島市安佐

北区安佐

町大字久

地６６５

番地の１ 

同上 同上 同上 

ミニスト

ップ株式

会社 

千葉県千

葉市美浜

区中瀬一

丁目５番

地１ 

同上 同上 同上 

山崎製パ

ン株式会

社 

東京都千

代田区岩

本町三丁

目１０番

１号 

同上 同上 同上 

株式会社

ローソン 

東京都品

川区大崎 

同上 同上 同上 

 一丁目１

１番２号 

   

ビリング

システム

株式会社 

東京都千

代田区内

幸町一丁

目２番２

号 

ａｕ Ｐ

ＡＹ、ｄ

払い、Ｐ

ａｙＰａ

ｙに係る

公金収納 

同上 同上 

ＫＤＤＩ

株式会社 

東京都港

区高輪２

丁目２１

番１号  

ＴＨＥ  

ＬＩＮＫ

ＰＩＬＬ

ＡＲ １  

ＮＯＲＴ

Ｈ 

ａｕ Ｐ

ＡＹによ

る公金収

納 

同上 同上 

株式会社

ＮＴＴド

コモ 

東京都千

代田区永

田町二丁

目１１番

１号 

ｄ払いに

よる公金

収納 

同上 同上 

株式会社

みずほ銀

行 

東京都千

代田区大

手町一丁

目５番５

号 

Ｊ‐Ｃｏ

ｉｎ Ｐ

ａｙによ

る公金収

納 

同上 同上 

                    

◎江東区告示第１３４号 

江東区駐車場条例（昭和５９年１２月江東区条

例第４０号）第５条の規定に基づく、江東区東陽

二丁目駐車場の使用料の収納については、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２

第１項の規定に基づき、下記のとおり委託したの

で告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 指定公金事務取扱者の名称、所在地及び代表

者の氏名 

  名称  株式会社ジェイレック江東支店 

  所在地 東京都江東区亀戸一丁目３９番１号

７０５ 

  代表者 支店長 臼倉 宏直 

２ 指定年月日 

  令和８年４月１日 

３ 委託年月日 

  令和８年４月１日 

４ 指定の内容 

江東区が収納する東陽二丁目駐車場の時間貸
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使用料（現金分）の指定公金事務取扱者 

                    

◎江東区告示第１３５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３の規定に基づき、下記のとおり指定

納付受託者を指定したので、江東区会計事務規則

（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３第２項

の規定に基づき告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定納付受託者の名称、所在地及び代表者の

氏名 

名称 東京地下鉄株式会社 

所在地 東京都台東区上野三丁目１９番６号 

代表者 代表取締役社長 小坂 彰洋 

２ 指定年月日 

  令和８年４月１日 

３ 委託年月日 

  令和８年４月１日 

４ 指定の内容 

江東区が収納する東陽二丁目駐車場の時間貸

使用料における交通系電子マネー収納の指定納

付受託者 

                    

◎江東区告示第１３６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり指

定公金事務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

(1) 公益財団法人江東区文化コミュニティ財団 

    東京都江東区東陽四丁目１１番３号 

(2) 一般社団法人江東区観光協会 

東京都江東区東陽四丁目５番１８号 

(3) 亀戸いきいき事業協同組合 

東京都江東区亀戸四丁目１８番８号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

  江東区地域振興部文化観光課が発行する有償

の冊子等の頒布代金の収納事務 

３ 指定日 

  令和８年４月１日 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり指

定公金事務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

  ヒューマンアカデミー株式会社 

  東京都新宿区西新宿７丁目５番２５号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

  江東区地域振興部文化観光課が作成する有償

の製作物等の頒布代金の収納事務 

３ 指定日 

  令和８年４月１日 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３第１項の規定に基づき、下記のとお

り指定納付受託者を指定したため、江東区会計事

務規則（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３

第２項の規定に基づき告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定納付受託者の名称及びその主たる事務所

の所在地 

(1) 株式会社ジェーシービー 

   東京都港区南青山五丁目１番２２号 

(2) ユーシーカード株式会社 

   東京都港区台場二丁目３番２号 

(3) ＰａｙＰａｙ株式会社 

   東京都千代田区紀尾井町１番３号 

２ 指定納付受託者の納付方法 

  次の国際ブランドマークが付されたクレジッ

トカードを使用する納付方法 

(1) ＪＣＢ、Ｄｉｎｅｒｓ Ｃｌｕｂ、ＡＭＥ

ＲＩＣＡＮ ＥＸＰＲＥＳＳ 

(2) ＶＩＳＡ、Ｍａｓｔｅｒｃａｒｄ 

  次の利用可能な電子マネーを使用する納付方

法 

(3) ＰａｙＰａｙ 

３ 指定納付受託者が納付する歳入等 

 特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車

税、国民健康保険料、介護保険料 
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４ 指定をした日 

  令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり指

定公金事務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

(1) 名称 シンテイ警備株式会社 

(2) 所在地 東京都中央区新富一丁目８番８号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

令和８年度放置自転車撤去に係る手数料の徴

収 

３ 指定日 

令和８年４月１日 

４ 委託日 

令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１４１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３の規定に基づき、下記のとおり指定

納付受託者を指定したので、江東区会計事務規則

（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３第２項

の規定に基づき告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 指定納付受託者の名称、所在地及び代表者の

氏名 

  名称 株式会社ＤＧフィナンシャルテクノロ

ジー 

  所在地 東京都渋谷区恵比寿南３‐５‐７ 

  代表者 篠 寛 

２ 指定年月日 

  令和８年４月１日 

３ 指定の内容 

キャッシュレス決済を利用して江東区に収納

される教育センター使用料の指定納付受託者 

                    

◎江東区告示第１４３号 

 江東区介護保険料の収納事務について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２

第１項の規定に基づき、下記のとおり指定公金事

務取扱者に委託したので告示する。 

  令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

指定公金

事務取扱

者の名称 

住所 委託内容 指定

日 

委託

日 

株式会社

ＮＴＴデ

ータ 

東 京 都

江 東 区

豊 洲 三

丁 目 ３

番３号 

江東区介護

保険料収納

事務のとり

まとめ及び

モバイルレ

ジによる江

東区介護保

険料の収納 

令 和

８ 年

４ 月

１日 

令和

８年

４月

１日 

株式会社

しんきん

情報サー

ビス 

東 京 都

港 区 港

南 一 丁

目 ８ 番

２７号 

ＭＭＫ設置

店の表示の

ある加盟店

舗における

江東区介護

保険料の収

納 

同上 同上 

株式会社

セブン -

イ レ ブ

ン・ジャ

パン 

東 京 都

千 代 田

区 二 番

町 ８ 番

地８ 

直営店舗及

び加盟店舗

における江

東区介護保

険料の収納 

同上 同上 

株式会社

ファミリ

ーマート 

東 京 都

港 区 芝

浦 三 丁

目 １ 番

２１号 

同上 同上 同上 

株式会社

ポプラ 

広 島 県

広 島 市

安 佐 北

区 安 佐

町 大 字

久 地 ６

６ ５ 番

地の１ 

同上 同上 同上 

ミニスト

ップ株式

会社 

千 葉 県

千 葉 市

美 浜 区

中 瀬 一

丁 目 ５

番地１ 

同上 同上 同上 

山崎製パ

ン株式会

社 

東 京 都

千 代 田

区 岩 本

町 三 丁

目 １ ０

番１号 

同上 同上 同上 

株式会社

ローソン 

東 京 都

品川区 

同上 同上 同上 
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 大 崎 一

丁 目 １

１ 番 ２

号 

   

ビリング

システム

株式会社 

東 京 都

千 代 田

区 内 幸

町 一 丁

目 ２ 番

２号 

ａｕ ＰＡ

Ｙ 、 ｄ 払

い、Ｐａｙ

Ｐａｙに係

る江東区介

護保険料の

収納 

同上 同上 

ＫＤＤＩ

株式会社 

東 京 都

港 区 高

輪 ２ 丁

目 ２ １

番１号  

ＴＨＥ   

Ｌ Ｉ Ｎ

Ｋ Ｐ Ｉ

Ｌ Ｌ Ａ

Ｒ １  

Ｎ Ｏ Ｒ

ＴＨ 

ａｕ ＰＡ

Ｙによる江

東区介護保

険料の収納 

同上 同上 

株式会社

ＮＴＴド

コモ 

東 京 都

千 代 田

区 永 田

町 二 丁

目 １ １

番１号 

ｄ払いによ

る江東区介

護保険料の

収納 

同上 同上 

株式会社

みずほ銀

行 

東 京 都

千 代 田

区 大 手

町 一 丁

目 ５ 番

５号 

Ｊ‐Ｃｏｉ

ｎ Ｐａｙ

による江東

区介護保険

料の収納 

同上 同上 

                    

◎江東区告示第１４６号 

 江東区保育料の収納事務について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１

項の規定に基づき、下記のとおり指定公金事務取

扱者に委託したので告示する。 

令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

指定公金

事務取扱

者の名称 

住所 委託内容 指定

日 

委託

日 

株式会社

ＮＴＴデ

ータ 

東 京 都

江 東 区

豊 洲 三

丁 目 ３

番３号 

公金収納

事務のと

りまとめ

及びモバ

イルレジ

による公 

令 和

８ 年

４ 月

１日 

令 和

８ 年

４ 月

１日 

  金収納   

株式会社

しんきん

情報サー

ビス 

東 京 都

港 区 港

南 一 丁

目 ８ 番

２７号 

ＭＭＫ設

置店の表

示のある

加盟店舗

における

公金収納 

同上 同上 

株式会社

セ ブ ン -

イ レ ブ

ン・ジャ

パン 

東 京 都

千 代 田

区 二 番

町 ８ 番

地８ 

直営店舗

及び加盟

店舗にお

ける公金

収納 

同上 同上 

株式会社

ファミリ

ーマート 

東 京 都

港 区 芝

浦 三 丁

目 １ 番

２１号 

同上 同上 同上 

株式会社

ポプラ 

広 島 県

広 島 市

安 佐 北

区 安 佐

町 大 字

久 地 ６

６ ５ 番

地の１ 

同上 同上 同上 

ミニスト

ップ株式

会社 

千 葉 県

千 葉 市

美 浜 区

中 瀬 一

丁 目 ５

番地１ 

同上 同上 同上 

山崎製パ

ン株式会

社 

東 京 都

千 代 田

区 岩 本

町 三 丁

目 １ ０

番１号 

同上 同上 同上 

株式会社

ローソン 

東 京 都

品 川 区

大 崎 一

丁 目 １

１ 番 ２

号 

同上 同上 同上 

                    

◎江東区告示第１４７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり指

定公金事務取扱者に委託したので告示する。 

令和８年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 
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 (1) 名称 公益社団法人江東区シルバー人材セ

ンター 

       会長 関澤 邦正 

 (2) 所在地 東京都江東区東陽六丁目２番１７ 

       号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

  江東区枝川区民館及び江東区東陽区民館の使

用料に係る使用料の徴収 

３ 指定日 

  令和６年４月１日 

４ 委託日 

  令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１４９号 

特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車

税の収納事務について、地方自治法第２４３条の

２第１項の規定に基づき、下記のとおり委託した

ので、地方自治法第２４３条の２第２項の規定に

基づき告示する。 

令和８年４月３日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 契約の相手方 東京都豊島区東池袋３‐１‐１ 

株式会社セゾンパーソナルプラ 

ス 

           取締役 山田 眞 

２ 委託期間 令和８年４月１日から令和９年３月３

１日まで 

３ 委託の内容 特別区民税・都民税・森林環境税、

軽自動車税の収納事務 

４ 指定公金事務取扱者指定日 

  令和７年４月１日 

５ 委託日 

  令和８年４月１日 

                    

◎江東区告示第１５０号 

介護保険法第７９条第１項の規定により指定居

宅介護支援事業者を指定したので、同法第８５条

の規定に基づき、下記のとおり告示する。 

  令和８年４月３日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 介護保険事業所番号 

  １３７０８０７３８８ 

２ 事業所の名称及び所在地 

  アウケアプランセンター江東大島 

   東京都江東区大島２‐３２‐１０東急ドエ

ルアルス亀戸１０３号 

３ 事業者の名称、所在地及び代表者 

  スリーエス株式会社 

東京都千代田区飯田橋３‐１‐８ 

代表取締役 千田 桂太郎 

４ 指定年月日 

  令和８年４月１日 

５ サービスの種類 

  居宅介護支援 

                    

◎江東区告示第１５２号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５１条の２０第１項及び児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第２４条の２８第１項の規定に

基づき事業所を指定したので、下記のとおり公示

する。 

  令和８年４月３日 

江東区長  大久保 朋 果    

           記 

１ 設置者の名称及び主たる事務所の所在地 

  一般社団法人Ｂｒｉｄｇｅ ｆｏｒ Ａｌｌ 

東京都千代田区九段南１‐５‐６りそな九

段ビル５階ＫＳフロア 

２ 事業所の名称及び所在地 

  Ｌｉｆｅ Ｂｒｉｄｇｅ 

   東京都江東区東陽４‐１１‐３３サンイー

スト２１ ５０４号室 

３ 指定年月日 

令和８年４月１日 

４ 事業の種類 

特定相談支援事業 

障害児相談支援事業 

５ 事業の主たる対象者 

  特定なし 
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告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第４号 

 下記により、令和８年第３回江東区教育委員会

定例会を招集する。 

  令和８年３月２３日 

       江東区教育委員会    

教育長  本 多 健一朗    

          記 

１ 日時 令和８年３月２６日（木）午後２時 

２ 場所 江東区役所 

３ 議題 

日程第１ 教育長職務代理者の指名について 

日程第２ 議案第１５号 江東区教育委員会 

事務局処務規則の

一部を改正する規

則 

日程第３ 議案第１６号 江東区立幼稚園教

育職員の給与に関

する条例施行規則

の一部を改正する

規則 

日程第４ 議案第１７号 江東区立幼稚園教 

育職員の期末手当

に関する規則の一

部を改正する規則 

日程第５ 議案第１８号 江東区立幼稚園教 

育職員の勤勉手当

に関する規則の一

部を改正する規則 

日程第６ 議案第１９号 江東区区立学校の 

管理運営に関する

規則の一部を改正

する規則 

日程第７ 議案第２０号 江東区学校運営協 

議会規則の一部を

改正する規則 

４ 報告事項 

(1) 令和８年第１回区議会定例会（教育委員会

関係）について ほか 

 

 

 

 

 

 

告 示 （ 監 ） 

 

◎江東区監査委員告示第４号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９

９条第９項、江東区監査基準（令和２年４月１日

江東区監査委員訓令甲第１号）第１７条の規定に

基づき、令和７年度第３回定期財務監査の結果を

別紙のとおり公表する。 

令和８年３月１６日 

江東区監査委員 豊 島 成 彦    

同       佐 竹 としこ 

同        金 子 ひさし 

同        髙 村 きよみ 

〔別紙〕 
令和７年度第３回定期財務監査報告書 

第１ 監査の範囲 

 １ 監査の対象事項 

   令和５年度、６年度及び７年度における財

務に関する事務の執行状況及び施設の管理状

況について 

なお、豊洲特別出張所については、令和６

年度及び７年度における財務に関する事務の

執行状況及び施設の管理状況について 

 ２ 監査の対象施設 

(1) 豊洲特別出張所 

(2) 出張所 

  亀戸 

(3) 保育園 

森下、東雲、辰巳第三、亀戸、亀戸第

二、大島、わかば、東砂第四、南砂第一 

(4) 児童館 

   亀戸第三、大島、大島第二 

(5) 江東きっずクラブ 

きっずクラブ亀戸第三児童館、きっずク

ラブ香取（亀戸第三児童館所管） 

きっずクラブ大島第二児童館、きっずク

ラブ北砂（大島第二児童館所管） 

 ３ 監査の実施期日 

令和７年１０月１日から同年１１月２８日

までのうち２０日間 

第２ 監査の手続 

施設の概要及び歳入歳出予算の執行状況に

ついての資料を求め、監査当日は、関係職員

の説明を聴取しつつ、関係書類及び帳簿との

照査突合を行うとともに、施設の内外につい

ても必要と認める監査を実施した。 

なお、「施設の安全対策」を重点監査項目

として、監査を実施した。 

第３ 監査の結果 

監査対象施設の財務に関する事務及び施設

管理は、法令等に従い、おおむね適正かつ効
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率的に執行又は処理がされているものと認め

られ、重点監査項目である施設の安全対策に

ついても、特に指摘する事項はない。 

なお、監査の際に散見された誤記その他の

事務上の軽微な誤りについては、関係部署に

対し、口頭で改善を促した。 

第４ 監査委員意見 

監査の結果に記載したほか、一部の施設管

理・運営に関する以下のような事案につい

て、監査時及び講評において所管部署とも連

携し改善・検討するよう求めた。 

１ 保育園について 

(1) 給食室の暑さによる体調不良が生じない

よう、熱中症対応を検討されたい。 

(2) 給食にかかる予算について、近年の物価

高騰に対し経済動向を見極め、サービスの

低下が生じないよう検討されたい。 

２ 施設全般について 

各施設の老朽化等による安全性の低下や、

サービスの低下を招かないよう検討された

い。 

講評を受けて、既に改善及び検討が図られ

ている部署もあるが、さらなる行政サービス

の向上及び規程を遵守した事務執行や施設管

理に努められたい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 議 会 

 

◎区議会議決事項（令和８年第１回定例会） 

 ２月１９日から３月２７日まで会期３７日間に

わたって開会した令和８年第１回江東区議会定例

会において、別記の事項を議決した。 

１ 議案（区長提出） 

  議案第１号 令和７年度江東区一般会計補正

予算（第５号） 

議案第２号 令和７年度江東区国民健康保険

会計補正予算（第１号） 

議案第３号 令和７年度江東区介護保険会計

補正予算（第１号） 

議案第４号 令和７年度江東区後期高齢者医

療会計補正予算（第１号） 

議案第１０号 砂潮橋改修工事請負契約 

議案第１１号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第１２号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第１３号 江東区行政手続条例の一部を

改正する条例 

議案第１４号 江東区行政手続等における情

報通信の技術の利用に関する

条例の一部を改正する条例 

議案第１５号 江東区事務手数料条例の一部

を改正する条例 

議案第１６号 江東区公告式条例等の一部を

改正する条例 

議案第１７号 江東区議会議員の議員報酬及

び費用弁償等に関する条例の

一部を改正する条例 

議案第１８号 江東区行政委員会の委員の報

酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

議案第１９号 江東区会計年度任用職員の給

与及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

議案第２０号 江東区長及び副区長の給料等

に関する条例の一部を改正す

る条例 

議案第２１号 江東区監査委員の給与等に関

する条例の一部を改正する条

例 

議案第２２号 江東区教育委員会教育長の給

与及び勤務に関する条例の一

部を改正する条例 
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議案第２３号 江東区職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例 

議案第２４号 江東区江東公会堂条例の一部

を改正する条例 

議案第２５号 江東区特別区税条例の一部を

改正する条例 

議案第２６号 江東区子ども家庭支援センタ

ー条例の一部を改正する条例 

議案第２７号 江東区旅館業法施行条例の一

部を改正する条例 

議案第２８号 江東区営住宅条例の一部を改

正する条例 

議案第２９号 江東区自転車の放置防止及び

自転車駐車場の整備に関する

条例の一部を改正する条例 

議案第３０号 江東区立学校の学校医、学校

歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償に関する条例の一部

を改正する条例 

議案第３１号 江東区立幼稚園教育職員の給

与に関する条例の一部を改正

する条例 

（以上３月１３日原案可決） 

議案第５号 令和８年度江東区一般会計予算 

議案第６号 令和８年度江東区国民健康保険

会計予算 

議案第７号 令和８年度江東区介護保険会計

予算 

議案第８号 令和８年度江東区後期高齢者医

療会計予算 

議案第９号 東京都後期高齢者医療広域連合

規約の変更に係る協議について 

議案第３２号 江東区後期高齢者医療に関す

る条例の一部を改正する条例 

議案第３３号 江東区国民健康保険高額療養

費資金貸付基金条例及び江東

区国民健康保険出産費資金貸

付基金条例を廃止する条例 

議案第３４号 江東区介護保険条例の一部を

改正する条例 

議案第３５号 江東区国民健康保険条例の一

部を改正する条例 

（以上３月２７日原案可決） 

２ 選任同意（区長提出） 

議案第３６号 江東区教育委員会教育長選任 

同意方について 

本多 健一朗 

議案第３７号 江東区教育委員会委員選任同 

意方について 

安部 敏啓 

（以上３月２７日同意） 

３ 議案（議員提出） 

議案第１号 事前復興まちづくり計画の策定

支援を求める意見書 

（３月２７日原案可決） 

４ 請願及び陳情 

５陳情第１０７号 ＪＲ総武線亀戸駅東口に

エレベーター及びエスカ

レーターの設置を求める

陳情 

（３月１３日採択） 
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